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第１ 概要 

１ 業務名 

相続関係調査に係る戸籍謄本等請求補助業務 

２ 担当部署 

〒060-8611 札幌市中央区北一条西二丁目 札幌市役所本庁舎14階 

札幌市財政局管財部管財課 TEL011-211-2222 

３ 業務内容 

  委託者が指定した被相続人について行う相続関係調査において、委託者が貸与

する戸籍、除籍、改正原戸籍及び戸籍の附票（以下「戸籍謄本等」という。）を

読み解き、追加調査に必要な戸籍を示す業務 

※１ 調査を依頼する被相続人の人数は、業務開始時点で987名である。 

受託者は、業務実施期間内において、特段の事情がない限り、これらの被

相続人について調査を完了することを目標として業務を遂行するものとす

る。 

※２ 調査を依頼する案件については、以前に本業務と同内容の業務を実施して

途中まで戸籍謄本等の収集を行っており、本業務では、その続きの調査を実

施することとなる。以下に、987名の被相続人１名ごとの調査の進行程度を

示すので、参考とすること。 

（調査の進行程度に関する参考情報） 

以下は、相続関係調査のための戸籍謄本等の請求工程を「被相続人の出生か

ら死亡まで」「直系卑属（子及び代襲の孫）の現在まで」「直系尊属（父母等）

の出生から現在まで」「兄弟姉妹の現在まで」の４工程に分類したときに、各

委託案件が４工程のうちいくつの工程が完了しているかを示すものである。 

なお、本業務では、被相続人１名ごとに、相続人の調査範囲を「すべて」又

は「最小」の２区分で指定しており、厳密にはこの調査範囲の区分によって、

４工程のうち実施する必要のある範囲が異なるが、「最小」を指定しているの

は、987名中６名であるため、下表ではそれらを区別せず記載している。 

調査範囲の定義については、業務手順書第２[01-01-委-00-00]の（受付簿の

入力要領）の表中「調査範囲」を参照すること。 
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例： 調査範囲が「すべて」の案件について、被相続人の出生から死亡まで

の戸籍の収集をすべて終え、被相続人の直系卑属の現在までの戸籍を収

集している途中の事案 

→ 「被相続人の出生から死亡まで」だけが完了しているため、１工程

完了に分類される。この案件は、今後「直系卑属（子及び代襲の孫）

の現在まで」「直系尊属（父母等）の出生から現在まで」「兄弟姉妹の

現在まで」の３工程を本業務で実施する必要がある。 

請求工程の完了区分 案件数 

ひとつも完了している区分がない 324件

１工程完了 307件

２工程完了 211件

３工程完了 145件

合計 987件

  上記 の追加調査が必要な戸籍について、委託者が戸籍謄本等の公用請求をす

るための戸籍請求書等のデータを作成する業務 

  上記 のデータに基づき、委託者が請求をする旨を決定した後、請求書の添付

書類の印刷を行い、請求書類の封入、封緘及び発送を行う業務 

※ なお、札幌市の各区に対する請求分については、委託者において請求の処理

を行うので、この印刷から発送までの業務は札幌市以外の市区町村に対する請

求分についてのみ行うものとする。 

  請求書類を発送した市区町村からの電話による請求内容についての問い合わせ

に対応する業務 

  上記のほか、相続関係の調査に関する委託者の補助など 

４ 履行期間 

契約日（９月下旬）から令和３年３月26日までとし、左記の期間内において次の

とおり準備期間、資料受領確認作業期間、業務実施期間及び業務実施後整理期間を

設定する。 
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ただし、下記 の業務実施期間が終了する前に、依頼した案件についての調査が

全て完了した場合には、委託者と協議のうえ、期間を繰り上げて業務を終了するこ

とができる。 

また、下記 の準備期間及び下記 の資料受領確認期間については、定められた

作業が期間内の早期に終了したときは、委託者と協議のうえ、その次の期間におけ

る業務を開始することができる。 

  準備期間 

契約日から令和２年10月14日まで（３週間程度） 

  資料受領確認期間 

準備期間の翌日から令和２年10月27日まで（２週間） 

  業務実施期間 

準備期間の翌日から令和３年３月10日まで（年末年始除き18週間程度） 

  業務実施後整理期間 

業務実施期間の翌日から契約期間の末日まで（２週間） 

５ 業務履行場所 

下記第３の１ に掲げる業務履行場所の要件を満たし、委託者の確認を受けた場

所で業務を行うものとする。 
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第２ 基本的事項 

１ 業務の主要な要件 

  受託者の善管注意義務 

受託者は、この契約の定めに従い、善良なる管理者の注意をもって業務を実施

するものとする。 

  委託者が本業務に対して要求する事項 

本業務では、業務実施期間内において、委託者が依頼する被相続人についての

調査を全件完了することを目標として業務を遂行するものとする。（ただし、請

求した戸籍が市区町村から交付されるまでに期間を要した場合や、請求が必要な

件数が特別に多い場合など、受託者の責めに帰すことができない特別の事情があ

るものを除く。） 

２ 添付資料・法令等 

  添付資料等 

本書に添付する資料及び様式は下表のとおり。 

受託者は、この仕様書及び以下の添付資料の内容を十分に理解した上で業務を

実施すること。 
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別紙1-01 提出書類等確認票 

別紙1-02 個人情報取扱に関する誓約書 

別紙1-03 発送交付・郵送料金確認シート 

別紙1-04 疑義照会結果記録票 

別紙1-05 調査状況シート 

別紙1-06 完了届 

別紙1-07 請求書 

別紙2-00 業務手順書 

別紙2-01 受付簿 

別紙2-02 請求簿 

別紙2-03 請求先市区町村リスト 

別紙2-04 請求先一覧表 

別紙2-05 決裁用の戸籍請求書の表紙 

別紙2-06 請求書別紙 

別紙2-07 送付用封筒のイメージ 

別紙2-08 返信用封筒のイメージ 

別紙2-09 お願い文書 

別紙2-10 相続関係説明図 

別紙2-11 相続人候補者リスト 

別紙2-12 進捗管理シート 

別紙3-00 相続人の調査方法 

別紙3-01 住民票 

別紙3-02 戸籍の附票 

別紙3-03 平成６年式戸籍 

別紙3-04 昭和23年式戸籍 

別紙3-05 大正４年式戸籍 

別紙3-06 明治31年式戸籍 

別紙3-07 明治19年式戸籍 

別紙4-00 問い合わせ対応手順書 

別紙4-01 問い合わせ記録票 

  法令等 

本業務に適用される主な法令等は以下のとおり。 

民法（明治29年法律第89号） 

戸籍法（昭和22年法律第224号） 

戸籍法施行規則（昭和22年司法省令第94号） 

住民基本台帳法（昭和42年法律第81号） 

住民基本台帳法施行令（昭和42年政令第292号） 

住民基本台帳法施行規則（平成11年自治省令第35号） 

札幌市個人情報保護条例（平成16年条例第35条） 

札幌市個人情報保護条例施行規則（平成17年規則第７号） 

３ 委託者が貸与する資料及び受託者が作成する資料の管理等 

  貸与する資料の内容 

受託者に対して貸与する資料は次のとおり。 

ア 住民票の除票 
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イ 戸籍全部事項証明書・戸籍謄本 

ウ 除籍全部事項証明書・除籍謄本 

エ 改正原戸籍謄本 

オ 戸籍の附票 

カ 返信用封筒 

キ その他、市区町村からの戸籍交付時に同封された添え状等 

（業務開始時に貸与する資料の分量） 

・上記ア～オ及びキの資料（987名の被相続人に関する調査途中段階の資料） 

80サイズの段ボール10箱及び100サイズの段ボール７箱に梱包して送付 

・上記カの封筒 

角形２号の封筒を2,000枚、80サイズの段ボール４箱に梱包して送付 

  返却資料の引渡し方法 

資料の返却には、郵便その他の配送業者を利用する方法を用いることとする。

（原則として直接の引渡しは認めない。） 

なお、委託者から受託者に資料を貸与する際は、特定記録又は簡易書留などの

配達の記録が行われる郵便若しくはゆうパックを利用予定であり、返却時も同様

の方法を利用して構わない。 

  個人情報が記載された書類を業務履行場所の外に搬出する際の取扱い 

本業務においては、戸籍の公用請求書や、返却資料を送付するため、個人情報

が記載された請求書や資料などを業務履行場所の外に搬出する場面がある。 

搬出する書類は、個人情報を含むものであるため、受託者は、あらかじめ、盗

難や紛失などの事故を防止するための適切な搬出手順を定め、準備期間内に委託

者の確認を受けること。 

  受託者における資料の管理 

受託者は、調査を開始した被相続人１名ごとに貸与資料をファイリングし、調

査が終了するまでの間、業務履行場所で保管する。 

なお、保管に当たっては、貸与資料が個人情報を含むものであることを踏まえ

て、盗難や紛失を防止するための適切な保護措置を講じること。 

※ 必要に応じ、資料のホチキスの取除きや、パンチ穴を空ける等の加工を行

って構わない。  
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第３ 具体的な業務手順 

１ 準備期間における業務 

準備期間において、受託者は上記第１の４ の準備期間に下記の準備を行い、委

託者の承認を受けるものとする。 

なお、準備期間内に下記の準備を終えることができないなど、業務を適切に実施

することができないと委託者が判断したときは、約款第13条の規定により契約を解

除することがある。 

なお、委託者に対する書類の提出又は通知をする際は、別紙1-01の様式を用いる

こと。 

また、書類の提出又は通知の期限は、下記 アの通知を除き、令和２年10月８日

までとする。 

  業務管理体制の構築 

受託者は、本業務を的確に履行することができる業務管理体制を構築し、次の

事項を委託者に通知すること。 

ア 業務管理体制を示す資料等 

イ 受託者が使用する者で、本業務を管理する責任者（以下「管理責任者」とい

う。）の氏名 

ウ 管理責任者を複数設定するときは、それぞれの管理責任者が分掌する業務の

範囲 

  個人情報取扱いに関する誓約書の作成及び委託者への写しの提出 

受託者は、受託者が使用する者で、本業務に従事する者（管理責任者を含む。

以下「業務従事者」という。）に、個人情報を適切に取扱う旨誓約させ、業務従

事者本人が署名又は記名押印をした別紙1-02の書面を作成し、写しを委託者に提

出すること。 

  業務従事者への研修の実施 

受託者は、本業務の履行に当たって必要となる法令等の知識や、具体的な業務

手順等について、業務従事者に対する研修を実施して内容を理解させ、委託者に

対して、研修実施日及び実施内容を通知すること。 

なお、研修のため受託者が独自に本業務に関する資料を作成したときは、上記

の実施日等の通知時にその資料について委託者に提出すること。 
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  業務履行場所の確保 

個人情報を適切に取り扱うことができるよう、次の要件を満たす業務履行場所

を確保し、委託者に対して、その所在及び次の要件を満たしていることを図面、

写真、説明書類等により示すこと。 

なお、業務履行場所において、本業務以外の個人情報を取り扱う業務を併せて

実施する際に、本業務のみを実施する専用の部屋等を他の占有場所と区別して設

ける必要はない。 

ただし、この場合には、他の業務と併せて、個人情報を適切に取り扱うことが

できる環境を整備すること。 

ア 業務実施期間の全期間において受託者が占有を確保している場所であること 

イ 業務履行場所に出入りする全ての者について、入退室の日時を記録している

環境であること 

ウ 受託者が使用する者で、就業規則等により受託者の構築する個人情報の管理

体制に従う義務を負い、個人情報を取り扱う業務に従事する者（業務従事者を

含む。）以外の者から、業務に利用する電子機器の画面や資料などの個人情報

が視認されない環境であること 

エ 上記第２の３ のとおり、貸与資料の盗難や紛失を防止するための適切な保

護措置が講じられた資料の保管場所が存在すること 

  ソフトウェア等の整備 

本業務では、電子データで調査対象者に関する情報を管理し、委託者と受託者

との間でオンラインストレージ（Procelf
プ ロ セ ル フ

）を利用して共有を行う。 

受託者は、データの編集・共有が行えるよう次のとおり環境を整備すること。 

なお、Procelfによるデータの共有が困難である場合は、代替手段を両者協議

のうえ定めることとする。 

ア Procelfの利用開始のための届出 

Procelfの利用のために必要なアカウントの登録は、委託者が行う。 

受託者は、準備期間の開始後すみやかに利用する者全員の氏名及び電子メー

ルアドレスを委託者に通知すること。 

登録終了後、委託者からアカウントのＩＤ及びパスワード等の利用に必要な

情報を通知する。 
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※なお、Procelfの利用に関するアカウントの登録などの費用は、委託者が

負担する。 

イ データを編集し、委託者との間で共有できる環境 

エクセル（.xlsx）、ワード（.docx）及びＰＤＦ（.pdf）形式のファイルを

編集し、Procelfを利用して共有できる環境を整備すること 

ウ データ交換テストの実施 

上記ア及びイの作業終了後、委託者の指示に基づき、Procelfを利用したデ

ータの共有テストを行う。 

  書類の搬出手順の策定 

受託者は、上記第２の３ のとおり、個人情報を含む書類を業務履行場所の外

に搬出する際の手順を定め、委託者にその内容を通知すること。 

  問い合わせ受付電話番号の通知 

本業務では、下記４ に記載するとおり、公用請求を行った市区町村からの請

求した戸籍の内容に関する問い合わせを受託者において受け付けることとなる。 

公用請求を行う際、公用請求書に受託者の問い合わせ先として電話番号を表示

するので、受託者は、委託者に対して、利用する電話番号を通知すること。 

なお、この電話番号は、本業務の専用回線でなくとも構わないが、受託者の他

の業務を共用の電話番号を用いる場合には、本業務に関する市区町村からの問い

合わせの処理に混乱が生じないよう、入電時の対応方法を定めること。（詳細

は、別紙4-00を参照すること） 

２ 資料受領確認期間における業務 

委託者は、上記１の履行環境の整備の状況を踏まえて、受託者に読み解きの対象

となる被相続人についての戸籍謄本等及び返信用封筒（送付する分量は、上記第２

の３ 参照）を送付する。 

受託者は、別紙2-00業務手順書[01-00-00-00-00]に従い、送付された資料の受領

確認を行う。 

なお、本業務で調査を進める案件は、以前に本業務と同内容の業務を実施して途

中まで戸籍謄本等の収集を行っており、本業務では、その続きの調査を実施するこ

ととなる。 

そのため、受領確認期間に送付する資料は、大きく次の内容に分けられる。 
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① 以前の業務で読み解きを行い、被相続人ごとにファイリングされている資料 

… この資料は、過去の業務の受託者が一度受領確認をしているため、受託者

は、受付簿に記載された被相続人のものであることを確認すればよい。 

（①の資料の状態及び分量） 

①の資料は、被相続人１名ごとにクリアファイルに入っており、資料の表紙と

して、前回の業務の受託者が作成した別紙1-05の調査状況を示すシートが入って

いる。 

この状態で段ボールに整理番号順に詰めたうえで、１箱ごとに、封入されてい

る被相続人の氏名の一覧を同封し、内容物の確認ができるようにしている。 

分量としては、段ボールは80サイズ10箱である。 

② 以前の業務で戸籍を請求して市区町村から交付されたものの、受領確認作業

が済んでいない資料。 

… この資料は、受領確認作業が終わっていないため、受託者において、資料

１通ごとに、受領確認をする必要がある。また、この資料は、市区町村から

交付された状態のまま受託者に貸与するので、被相続人ごとに整理されてい

ない。 

例：Ｘ市にＡさんとＢさんの戸籍を請求し、Ｙ市にＢさんとＤさんの戸籍を請

求した場合 

→Ｘ市からの交付分として、ＡとＢの資料が束になり、Ｙ市からの交付分

として、ＢとＤの資料が束になる。 

（②の資料の状態及び分量） 

市区町村から戸籍が交付される際、市区町村側には、請求をした本籍及び筆頭者

の一覧が記載された明細（別紙2-06の様式を印刷したもの）を同封し、専用の返信

用封筒（別紙2-08）を利用して返送するよう依頼しているため、資料は、返信用封

筒に封入され、封筒の中に明細と戸籍謄本等が入った状態（状態Ａ）となっている

のが通常である。 

受領確認においては、この明細を利用し、請求した戸籍が交付されていることを

確認していくこととなる。 

なお、一部の資料は、返信用封筒から取り出してクリアファイルに入れた状態

（状態Ｂ）で送付する。 
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また、市区町村側が戸籍を交付する際に、交付する通数などが記載された「送付

状」を同封している場合があり、送付状が同封されているものは、その送付状の内

容も確認する必要がある。（送付状に、交付できなかった戸籍がある場合の不交付

理由が記載されていることがあるためである。） 

分量としては、2037件の請求に対して交付された資料（市区町村に戸籍を請求し

た本籍筆頭者の数を１件とする。請求に対して該当がなく資料が交付されていない

ものが存在する可能性もある。）がこの状態となっている。 

送付する段ボールの数としては、 

状態Ａのものが、120サイズの段ボール３箱分。 

状態Ｂのものが、120サイズの段ボール２箱分である。 

３ 業務実施期間における基本的な業務 

上記２の受領確認が終了した後、別紙2-00業務手順書のとおり、基本的な業務と

して、戸籍謄本等の読み解きや公用請求の補助の作業を行う。 

４ 業務実施期間におけるその他の業務 

  委託者への疑義照会とその記録 

受託者は、業務の履行に当たって疑義が生じたときは、随時、委託者に対応方

法について照会するものとする。 

委託者は、前記の疑義照会を受けたときは、その内容を確認して回答を行う。 

受託者は照会の都度、照会内容及び回答を別紙1-04の様式に記録して委託者に

送付すること。 

また、受託者は、疑義照会結果記録票の内容を業務従事者に周知する方法等に

より、疑義照会の結果をその後の業務に適切に反映させること。 

  業務手順等の改善提案 

受託者は、業務の目的達成のために、業務手順等に改善できる点があると認め

たときは、業務実施期間随時、積極的に委託者に改善の提案を行うものとする。 

委託者は、提案内容について検討を行い、直ちに改善が可能な内容であるとき

は、約款第17条第３項の規定により受託者と協議の上、仕様書の内容を変更する

ものとする。 
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  受託者が保管する資料のスキャンデータの提供 

委託者が指示したときは、受託者は、委託者から貸与を受けて保管している資

料のうち委託者が指示するものをスキャンし、PDF形式のファイルで委託者に提

供するものとする。 

  受託者の体制に変更がある場合の対応 

受託者は、業務を実施する体制を変更しようとするときは、あらかじめ受託者

に通知した上で、次の作業を行うものとする。 

ア 業務履行場所の変更にあっては、上記１ に準じる資料等の提示 

イ 業務従事者の変更にあっては、上記１ 及び に掲げる書類等の提出及び研

修の実施 

ウ 管理責任者の変更にあっては、その責任者の氏名の通知 

エ その他の変更にあっては、適宜上記１に準じた対応 

  公用請求を行った市区町村からの電話による請求内容の問い合わせへの対応 

受託者は、公用請求を行った内容について、請求先の市区町村から問い合わせ

があったときは、別紙4-00のとおり対応したうえで、業務実施期間の毎週水曜日

（その日が休日等である場合は翌営業日）に、委託者に対し、対応内容を別紙4-

01の様式に記録して報告するものとする。 

５ 業務実施後整理期間における業務 

業務実施後整理期間においては、下記に従い、貸与した資料の返却、個人情報の

削除及び業務実施期間における業務の報告を行う。 

  資料の返却 

受託者は、業務実施後整理期間の末日までに、別紙2-00業務手順書第２の[03-

00-00-00-00]に従って、委託者から貸与を受けた資料のうち、業務実施期間中に

返却していない資料をすべて返却するものとする。 

  個人情報の廃棄等 

受託者は、業務実施後整理期間の末日までに、本業務の履行に当たり取得・作

成した個人情報が含まれる資料（電子データを含む。）を、復元不能な方法で廃

棄（電子データにあっては、消去）し、廃棄した旨を委託者に電子メールで通知

するものとする。 
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第４ その他の事項 

１ 完了検査及び契約金額等の支払 

約款第９条第１項の役務の完了を通知する書面は、別紙1-06の様式とし、同条第

２項の完了検査の結果通知は、口頭又は電子メールにより行う。 

また、契約金額及び立て替えた郵送料金の支払を請求するときは、別紙1-07の祖

様式を用いること。 

２ 費用負担区分等 

この契約に基づき委託者が受託者に支払う金員は、契約金額及び立て替えた郵送

料金のみとし、受託者は、業務の履行に当たって生じる費用を別途請求することは

できない。 

ア 郵送料金の請求方法について 

公用請求書を発送する際に生じる郵便料金は、受託者が立替払いにより一旦負

担し、別紙2-00業務手順書に従って受託者が委託者に提出する別紙1-03の様式及

び領収書等により、立替払いをした事実が確認できた場合に、契約金額と合わせ

て請求するものとする。 

イ 委託者が負担する経費として特に留意すべきもの 

次の費用は、委託者が支払うものとする。 

受託者において費用を負担する必要はないので留意すること。 

・ Procelf利用料 

上記第３の１ に掲げるオンラインストレージ（Procelf）の利用に必要な

アカウントの登録料及び月額利用料等の費用 

・ 戸籍を発行する市区町村から返送を受けるための封筒及び郵送料金 

返信用の封筒は、委託者があらかじめ料金受取人払いの承認を得たものを、

受託者に貸与する方法で、返信にかかる郵送料金を委託者が負担する。 

３ 著作物の権利の帰属 

この契約に基づく業務の履行に当たり作成する資料の著作権は、委託者の関与の

大小にかかわらず、委託者に帰属するものとする。 
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４ 個人情報の取扱に関する事項 

  個人情報の使用目的及び使用範囲 

受託者は、本業務の履行に当たり取り扱う個人情報を、本業務の履行以外の目

的で使用し、又は第三者に提供してはならない。 

また、本業務の履行を目的として使用する場合であっても、この仕様書に定め

る業務の範囲を超えて使用してはならない。 

  個人情報の廃棄等 

受託者は、業務実施期間終了後、本業務の履行に当たり作成した個人情報を含

む資料（電子データを含む。）を、復元不能な方法で廃棄（電子データにあって

は、消去）するものとする。 

  受託者等の義務 

この契約に基づいて受託者が実施する個人情報の取扱には、札幌市個人情報保

護条例の規定により、受託者及び業務従事者に義務が課せられるとともに、特定

の違反行為に対しては刑罰が科せられる。 

受託者は、課された義務及び罰則の適用について理解するとともに、業務従事

者に対してその内容を認識させるものとする。 

参考：札幌市個人情報保護条例抜粋※一部省略あり 

（受託者等の義務） 

第13条 第11条第１項の規定は、実施機関から個人情報取扱事務の委託を受けた者（その者

から委託を受けた者（２以上の段階にわたる委託を受けた者を含む。）を含む。）が当該委

託を受けた事務（以下「受託事務」という。）を行う場合について準用する。 

２ 第11条第２項の規定は、受託事務に従事している者又は従事していた者について準用す

る。 

（個人情報の適正管理） 

第11条 実施機関は、個人情報取扱事務を行うに当たっては、個人情報を適正に管理するた

め、次に掲げる事項について必要な措置を講じなければならない。 

  個人情報を正確かつ最新のものとすること。 

  個人情報の漏えい、改ざん、滅失、き損等を防止すること。 
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  個人情報取扱事務の目的に照らし保有する必要がなくなった個人情報については、確

実に、かつ、速やかに廃棄し、又は消去すること。ただし、歴史的資料として保存する

必要があるものについては、この限りでない。 

２ 実施機関の職員（中略）又は職員であった者は、その事務に関して知り得た個人情報の

内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。 

第６章 罰則 

第54条 （中略）受託事務（中略）に従事している者若しくは従事していた者が、正当な理

由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録された公文書であって、特定の個人情報を

電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成したもの（その全部又は一

部を複製し、又は加工したものを含む。）を提供したときは、２年以下の懲役又は100万円

以下の罰金に処する。 

第55条 前条に規定する者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が記録され

た公文書（前条に規定するものを除き、その全部又は一部を複製し、又は加工したものを

含む。）を提供したときは、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

第56条 第54条に規定する者が、その業務に関して知り得た公文書に記録されている個人情

報を自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以

下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

第58条 法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下この項に

おいて同じ。）の代表者若しくは管理人又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従事

者が、その法人又は人の業務に関して、第54条から第56条までの違反行為をしたときは、

行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

２ 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代表者又は管理人が、

その訴訟行為につき法人でない団体を代表するほか、法人を被告人又は被疑者とする場合

の刑事訴訟に関する法律の規定を準用する。 

  個人情報の取扱に関する規定に違反する事態等があった場合の通知 

受託者は、この契約の個人情報の取扱に関する定めに違反する事態が生じ、又

は生じるおそれがあることを知ったときは、直ちに委託者に対してその旨を報告

するものとする。 
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  委託者の講じる措置への協力 

上記 の通知を受けたとき又は委託者が必要と判断したときは、委託者は、次

の措置を講じることができる。受託者は、委託者の講じる措置に協力し、委託者

の指示に従うものとする。 

ア 受託者に対する実地の調査を行うこと 

イ 業務履行場所の入退室記録、アクセスログその他個人情報事故の経緯や原因

の解明に必要な一切の情報について、提供を求めること 

ウ 本業務の実施を停止するよう指示すること 



  年  月  日 

提出書類等確認票（準備期間） 

 

受託者 （受託者の名称を記載） 

 

仕様書第３の１により、下記のうち のある事項について提出・通知します。 

提出・通知する事項 備考 

  業務管理体制の構築 

（第３の１ ） 

ア 業務管理体制を示す資料等 

⇒（添付したデータの名称等を記載） 

イ 管理責任者の氏名 

⇒（管理責任者の氏名を記載） 

  個人情報取扱い誓約 

（第３の１ ） 

（添付したデータの名称等を記載） 

  業務従事者への研修内容等 

（第３の１ ） 

実施日：（実施日を記載する） 

実施内容：（実施した内容を簡潔に記載する） 

資料：（研修資料等の作成物の名称等を記載） 

  業務履行場所の確保状況 

（第３の１ ） 

※図面、写真、説明書類等により示す。 

（添付したデータの名称等を記載） 

  個人情報書類の搬出手順 

（第３の１ ） 

（個人情報が記載された書類の搬出手順を記載）

  市区町村からの問い合わせ

を受け付ける電話番号 

（第３の１ ） 

電話番号：999-999-9999 

以上 

※ 上記の事項は、準備期間中に提出・通知すべきものである。 

※ 上記のほか、仕様書第３の１ アにより、データ共有システムの利用登録のため利

用者全員の氏名及び電子メールアドレスを準備期間の開始後すみやかに委託者に通知

する必要があるので、留意すること。 

別紙1-01



    年  月  日 

（受託者の名称を記入する） 御中 

業 務 従 事 者 

（署名又は記名押印） 
印 

誓 約 書 

私は、貴社が札幌市から委託を受けた相続関係調査に係る戸籍謄本等請求補助業務に

従事するに当たり、貴社の就業規則その他貴社が定める規程、業務に関する札幌市と貴

社の契約の内容及び法令等を遵守し、個人情報を適切に取り扱うことを誓約します。 

以 上 

別紙1-02
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金

領
収
書

受
領
日

備
考

1
9
9
9
9

2
0
2
0
-
0
1
-
0
1
3
0
1
1
0
1
1
札
幌
市
中
央
区
長

1
件
2
0
2
0
-
0
1
-
0
2
-

-
 
 
 
 
 
 

-
2
0
2
0
-
0
1
-
1
4

2
9
9
9
9

2
0
2
0
-
0
1
-
0
1
3
0
1
1
0
2
9
札
幌
市
北
区
長

2
件
2
0
2
0
-
0
1
-
0
2
-

-
 
 
 
 
 
 

-
2
0
2
0
-
0
1
-
1
4

3
9
9
9
9

2
0
2
0
-
0
1
-
0
1
3
0
1
1
0
3
7
札
幌
市
東
区
長

3
件
2
0
2
0
-
0
1
-
0
2
-

-
 
 
 
 
 
 

-
2
0
2
0
-
0
1
-
1
4

4
9
9
9
9

2
0
2
0
-
0
1
-
0
1
3
0
1
1
0
4
5
札
幌
市
白
石
区
長

4
件
2
0
2
0
-
0
1
-
0
2
-

-
 
 
 
 
 
 

-
2
0
2
0
-
0
1
-
1
4

5
9
9
9
9

2
0
2
0
-
0
1
-
0
1
3
0
1
1
0
5
3
札
幌
市
豊
平
区
長

5
件
2
0
2
0
-
0
1
-
0
2
-

-
 
 
 
 
 
 

-
2
0
2
0
-
0
1
-
1
4

6
9
9
9
9

2
0
2
0
-
0
1
-
0
1
3
0
1
1
0
6
1
札
幌
市
南
区
長

6
件
2
0
2
0
-
0
1
-
0
2
-

-
 
 
 
 
 
 

-
2
0
2
0
-
0
1
-
1
4

7
9
9
9
9

2
0
2
0
-
0
1
-
0
1
3
0
1
1
0
7
0
札
幌
市
西
区
長

7
件
2
0
2
0
-
0
1
-
0
2
-

-
 
 
 
 
 
 

-
2
0
2
0
-
0
1
-
1
4

8
9
9
9
9

2
0
2
0
-
0
1
-
0
1
3
0
1
1
0
8
8
札
幌
市
厚
別
区
長

8
件
2
0
2
0
-
0
1
-
0
2
-

-
 
 
 
 
 
 

-
2
0
2
0
-
0
1
-
1
4

9
9
9
9
9

2
0
2
0
-
0
1
-
0
1
3
0
1
1
0
9
6
札
幌
市
手
稲
区
長

9
件
2
0
2
0
-
0
1
-
0
2
-

-
 
 
 
 
 
 

-
2
0
2
0
-
0
1
-
1
4

1
0

9
9
9
9

2
0
2
0
-
0
1
-
0
1
3
0
1
1
1
0
0
札
幌
市
清
田
区
長

1
0
件
2
0
2
0
-
0
1
-
0
2
-

-
 
 
 
 
 
 

-
2
0
2
0
-
0
1
-
1
4

1
1

9
9
9
9

2
0
2
0
-
0
1
-
0
1
3
0
1
2
0
2
5
函
館
市
長

1
1
件
2
0
2
0
-
0
1
-
0
3
定
形
内
5
0

9
4

 
 
 
 
 

1
2
0
2
0
-
0
1
-
1
6

1
2

9
9
9
9

2
0
2
0
-
0
1
-
0
1
3
0
1
2
0
3
3
小

樽
市
長

1
2
件
2
0
2
0
-
0
1
-
0
3
定
形
内
5
0

9
4

 
 
 
 
 

1
2
0
2
0
-
0
1
-
1
6

1
3

9
9
9
9

2
0
2
0
-
0
1
-
0
1
3
0
1
2
0
4
1
旭
川
市
長

1
3
件
2
0
2
0
-
0
1
-
0
3
定
形
内
5
0

9
4

 
 
 
 
 

1
2
0
2
0
-
0
1
-
1
6

1
4

9
9
9
9

2
0
2
0
-
0
1
-
0
1
3
0
1
2
0
5
0
室
蘭
市
長

1
4
件
2
0
2
0
-
0
1
-
0
3
定
形
内
5
0

9
4

 
 
 
 
 

1
2
0
2
0
-
0
1
-
1
6

1
5

9
9
9
9

2
0
2
0
-
0
1
-
0
1
3
0
1
2
0
6
8
釧
路
市
長

1
5
件
2
0
2
0
-
0
1
-
0
3
定
形
内
5
0

9
4

 
 
 
 
 

1
2
0
2
0
-
0
1
-
1
6

1
6

9
9
9
9

2
0
2
0
-
0
1
-
0
1
3
0
1
2
0
7
6
帯
広
市
長

1
6
件
2
0
2
0
-
0
1
-
0
3
定
形
内
5
0

9
4

 
 
 
 
 

1
2
0
2
0
-
0
1
-
1
6

集
計

1
6

1
3
6
件

5
6
4

 
 
 
 
 

-
 
1
 
-
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疑
義
照
会
結
果
記
録
票

N
o
.

記
録
日

照
会
事
項

回
答

関
連
す
る
仕
様
等

1
2
0
1
9
.
0
8
.
2
0
業
務
従
事
者
が
作
成
す
る
個
人
情
報
取
扱
い
に
つ
い

て
の
誓
約
書
は
、
業
務
従
事
者
が
署
名
し
た
場
合

は
、
押
印
不
要
で
あ
り
、
記
名
の
場
合
の
み
押
印
が

必
要
と
い
う
理
解
で
よ
い
か
。

お
見
込
み
の
と
お
り
、
業
務
従
事
者
が
自
署
し
た
場

合
は
押
印
不
要
で
す
。
記
名
の
場
合
に
つ
い
て
は
、

認
印
を
押
印
し
て
作
成
し
て
く
だ
さ
い
。

仕
様
書
第
３
の
１
 

2
2
0
1
9
.
0
8
.
2
1
被
相
続
人
と
養
子
縁
組
し
た
養
子
が
、
被
相
続
人
の

死
亡
よ
り
も
前
に
離
縁
し
て
い
る
場
合
は
、
養
子
に

つ
い
て
現
在
ま
で
の
戸
籍
を
収
集
す
る
必
要
が
あ
る

か
。

離
縁
し
た
養
子
に
つ
い
て
現
在
ま
で
の
戸
籍
を
収
集

す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

左
記
の
場
合
は
、
被
相
続
人
の
死
亡
時
点
で
は
養
子

縁
組
に
よ
る
親
子
関
係
が
存
在
し
な
い
た
め
、
養
子

は
第
一
順
位
相
続
人
と
な
り
ま
せ
ん
。

業
務
手
順
書
[
0
2
-
0
1
-
受
-
0
0
-
0
0
]
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相続関係調査に係る戸籍謄本等請求補助業務 調査状況シート 

１ 網掛け部を記載する。 

２ 終了区分は、次のとおりとする。 

調査完了：指定された調査範囲の調査を終えたもの 

続行不能：戸籍が滅失廃棄されているなど、指定された調査を続行することができないもの。 

３ 各資料のうち、収集が終わっているものは「完了」、調査範囲外のものは「調査外」と記載す

る。 

 

終了区分 調査完了 シート作成日 2020-08-24 

被相続人氏名 札幌 一郎 依頼部署 123456 

調査範囲 すべて 整理番号 20100001 

資料 備考 

 本人の住民票除票 

 

完了 本人の出生から死亡まで 

 

完了 子（代襲）の現在まで 

 

完了 父母の出生から現在まで 
※必要に応じ、祖父母の現在まで 

 

完了 兄弟姉妹（代襲）の現在まで 

 

 戸籍附票 

 

 その他資料 

 

未処理資料 

の状況 
  この資料の中に、読み解きが済んでいない資料がある。（未済の資

料を一番前にまとめて添付し、未済と記載した付箋を貼り付ける。） 

  この被相続人について、請求中で交付を待っている戸籍がある。 
※業務終了の場合に

記載すること 
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相続関係調査に係る戸籍謄本等請求補助業務

受付

職

職

職・氏名

完　了　届

　　　年　　月　　日

（あて先）札幌市長

住　所

商号又は名称

名　称

上記役務は，　　年　　月　　日に完了したのでお届けします。

（なお，完了した役務の内容は，作業日誌等にて逐次報告したとおりです。）

完了を確認した職員 印

課　長 係　長 係

(　　　　　　　）上記のとおり完了届の提出があったので，この役務の履行検査に係る
検査員及び立会人については次の者に命じ、（　　　　　　　）に検査を実施してよろし
いか。

検査員 氏　名

立会人 氏　名
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（口座登録者用）

債権者コード 請求番号

請　求　印

住　　　所

氏　　　名

請　　　　　　　求　　　　　　　書

（あて先）札幌市長

下記のとおり請求します。

記

名　称　・　摘　要 数  量 単  価 金          額

相続関係調査に係る戸籍謄本等
請求補助業務

一式

（上記金額には、消費税及び地方消費税の額を含む）

上記業務における立替払い郵送
料金の精算金

一式

請求年月日 合計請求金額

電話番号

9　別段

（以下は債権者コードの上１桁が７又は８の債権者，又は工事等の前払金を請求す
る場合で登録口座以外を指定されているときなどに記載）

振  込  先  金  融  機   関 預金種目 口  座  番  号

（金融機関名称） （本・支店名） 1　普通
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- 1 - 

業務手順書 

第１ 全体的な事項 

１ 業務の全体像 

業務実施期間においては、①委託者から貸与された戸籍謄本等を読み解いて追加請求

すべき戸籍を示し、②相続人を特定したときは、相続関係説明図等の資料を作成して委

託者に返却する作業を行う。 

２ 用語の定義 

仕様書で示されているもののほか、この手順書における用語の定義は次のとおり。 

用語 定義 

受付簿 別紙 2-01 の様式。エクセルファイル。 

調査の対象となる死亡者（被相続人）について、担

当部署コード、調査を要する範囲、調査の完了状況な

どを記録する。 

請求簿 別紙 2-10 の様式。エクセルファイル。 

追加で請求すべき戸籍謄本等の情報を記録する。 

請求先市区町村リスト 別紙 2-03 の様式。エクセルファイル。 

全国の市区町村の郵送先住所等があらかじめ記録さ

れている。業務期間中においては、各市区町村の旧地名

などを随時追記する。 

請求先一覧表 別紙 2-04 の様式。エクセルファイル。 

戸籍の請求を行う市区町村を一覧表示するもの。 

決裁用の戸籍請求書の表紙 別紙 2-05 の様式。ワードファイル。 

市区町村に戸籍の請求を行う際に使用する依頼文書

である。 

請求書別紙 別紙 2-06 の様式。エクセルファイル。 

請求する戸籍の本籍、筆頭者など、請求に必要な情報

を記載したリストである。 

別紙2-00



相続関係調査に係る戸籍謄本等請求補助業務 手順書 

- 2 - 

用語 定義 

お願い文書 別紙 2-09 の様式。 

戸籍の請求の際に、請求先市区町村に対して、請求書

の処理方法を案内する文書である。 

相続関係説明図 相続関係を説明する図面のこと。別紙 2-10 を参考に

作成する。 

相続人候補者リスト 別紙 2-11 の様式。エクセルファイル。 

進捗管理シート 別紙 2-12 の様式。 

貸与資料 委託者が受託者に送付する戸籍謄本等 

請求先市区町村 戸籍を請求する先の市区町村 

郵送請求センター等設置先 請求先の政令指定都市のうち、戸籍の請求を区ごとに

処理せずに、各区に対する請求を一括して集中処理する

部署（「郵送請求センター」などの名称）を置いている

市（本書作成時点においては、さいたま市、千葉市、横

浜市、川崎市、相模原市、新潟市、名古屋市、京都市、

堺市、神戸市、岡山市、北九州市及び福岡市が該当する。）

参照戸籍 請求すべき内容を特定するために参照した戸籍謄本等 

アップロード 委託者受託者間のデータ交換のために利用する共有フ

ォルダに、データをアップロードする行為 

整理番号 委託者が調査する被相続人１名ごとに付番する番号で、

受付簿の「整理番号」欄に表示される。 

優先度区分 委託者が、処理の優先度を指定する際に使用する区分で

あり、受付簿の「優先度区分」欄に数字で表示される。

基本的には 0であるが、特に優先して処理したい案件が

生じた場合には、1以降の数値を入力する。 
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用語 定義 

請求番号 請求すべき本籍１件ごとに付番する番号。請求簿の「請

求番号」欄に入力する。 

なお、この番号はあらかじめ委託者において一定件数を

付番・入力済みであるが、業務途中で番号が不足する場

合は、受託者においてあらかじめ入力された番号に続く

形で番号を入力すること。 

宛先番号 委託者が、全国の市区町村の宛先を特定するために付番

した番号で、宛先市区町村の「全国地方公共団体コード」

の冒頭に「３」を付け加えたものである。請求先市区町

村リストの「宛先番号」欄に表示される。 

全国地方公共団体コードについては、総務省のＨＰを参

照すること。 

http://www.soumu.go.jp/denshijiti/code.html 

請求書 実際に市区町村宛に送付する戸籍の請求書のこと 

３ 具体的な業務手順の表示項目について 

下記第２では、具体的な業務手順を一連の流れで記載する。 

各手順の表題には、次の定義で項目番号を表示している。 

凡例 ： [
［

0 0
大項目

-
－

0 0
小項目

-
－

0 0
主体区分

-
－

00
大枝

-
－

00
小枝

]
］

 

項目 内容 

大項目 業務手順を段階別に区分するための番号 

小項目 大項目の中で１つの作業手順を区分するための番号 

主体区分 小項目以下の手順において、作業手順を行う主体を示すもの 

受託者が主体となるもの⇒受 

委託者が主体となるもの⇒委 

大枝 小項目の手順の作業分岐を示すもの 

小枝 大枝で分岐した作業についての分岐を示すもの 

４ 作業の実施単位 

本業務による調査は、整理番号１件ごとに行う。 
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委託者の組織内の複数の部署が本業務による調査を依頼する関係上、一人の被相続人

について、異なる複数の整理番号が付番される場合があるが、この場合についても、戸

籍の収集は整理番号ごとに行う。（最終的に一人の被相続人について、重複して戸籍を

収集することとなる。） 

 

第２ 具体的な業務手順 

[01-00-00-00-00] 貸与資料の受領確認等 

[01-01-委-00-00] 貸与資料の送付 

委託者は、業務実施期間中随時、本業務において調査を行う被相続人について、受付

簿に情報を入力し、アップロードする。 

委託者は、受付簿に入力した被相続人について、委託者が保有している戸籍謄本等を

受託者に送付し、受託者に送付を行った旨をメールで連絡する。 

（受付簿の入力要領） 

入力する項目 要領 

整理番号 調査対象の被相続人１名ごとに、次のルールに従って８桁の数字

を付番する。 

（年度の西暦下２桁）＋１＋（５桁の連番） 

例：20
年度

 1 00001
連 番

 

優先度区分 優先度を数字で入力する。 

数字が大きいほど、調査の優先度が高いことを示す。 

※基本的には 0を入力し、特に優先して処理したい案件が生じた場

合には、1以降の数値を入力する。 

被相続人氏名 調査対象の被相続人の氏名を入力する。 

姓と名の間は、全角スペースを入力する。 

最後の住所１ 

最後の住所２ 

次の要領で最後の住所を入力する。 

札幌市中央区北１条西１丁目１番１号 ←住所１ 

札幌ビル１１階 １０１号室     ←住所２ 

依頼部署 依頼部署を区分するための４桁の数字を入力する。 
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入力する項目 要領 

調査範囲 受託者に調査を依頼する相続人候補者の範囲を「最小」又は「すべ

て」のいずれかで示す。 

最 小：配偶者及び最も優先順位の高い相続人だけを特定する。（第

１順位相続人が存在しない場合は、第２順位相続人まで、第２順位

相続人も存在しない場合は、すべての相続人を調査する。 

すべて：すべての相続人を調査する。 

発送日 委託者が、受託者に対して、被相続人についての戸籍謄本等を発送

した日を入力する。 

[01-02-受-00-00]へ 

[01-01-委-01-00] 最初の貸与資料の内容について 

本業務で調査を進める案件は、以前に本業務と同内容の業務を実施して途中まで戸籍

謄本等の収集を行っており、本業務では、その続きの調査を実施することとなる。 

準備期間における業務の準備が終了した後、委託者は、受託者に最初の資料貸与を行

い、受託者は、資料受領確認期間において、その資料の受領確認を行うこととなる。 

そのため、受領確認期間に送付する資料は、大きく次の内容に分けられる。 

① 以前の業務で読み解きを行い、被相続人ごとにファイリングされている資料 

… この資料は、過去の業務の受託者が一度受領確認をしているため、受託者

は、受付簿に記載された被相続人のものであることを確認すればよい。 

（①の資料の状態及び分量） 

①の資料は、被相続人１名ごとにクリアファイルに入っており、資料の表紙

として、前回の業務の受託者が作成した別紙 1-05 の調査状況を示すシートが入

っている。 

この状態で段ボールに整理番号順に詰めたうえで、１箱ごとに、封入されて

いる被相続人の氏名の一覧を同封し、内容物の確認ができるようにしている。 

分量としては、段ボールは 80 サイズ 10 箱である。 

② 以前の業務で戸籍を請求して市区町村から交付されたものの、受領確認作業

が済んでいない資料。 

… この資料は、受領確認作業が終わっていないため、受託者において、資料
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１通ごとに、受領確認をする必要がある。また、この資料は、市区町村から

交付された状態のまま受託者に貸与するので、被相続人ごとに整理されてい

ない。 

例：Ｘ市にＡさんとＢさんの戸籍を請求し、Ｙ市にＢさんとＤさんの戸籍を請

求した場合 

→Ｘ市からの交付分として、ＡとＢの資料が束になり、Ｙ市からの交付分

として、ＢとＤの資料が束になる。 

（②の資料の状態及び分量） 

市区町村から戸籍が交付される際、市区町村側には、請求をした本籍及び筆頭者

の一覧が記載された明細（別紙 2-06 の様式を印刷したもの）を同封し、専用の返

信用封筒（別紙 2-08）を利用して返送するよう依頼しているため、資料は、返信

用封筒に封入され、封筒の中に明細と戸籍謄本等が入った状態（状態Ａ）となっ

ているのが通常である。 

受領確認においては、この明細を利用し、請求した戸籍が交付されていることを

確認していくこととなる。 

なお、一部の資料は、返信用封筒から取り出してクリアファイルに入れた状態

（状態Ｂ）で送付する。 

また、市区町村側が戸籍を交付する際に、交付する通数などが記載された「送付

状」を同封している場合があり、送付状が同封されているものは、その送付状の

内容も確認する必要がある。（送付状に、交付できなかった戸籍がある場合の不交

付理由が記載されていることがあるためである。） 

分量としては、2037 件の請求（下記※参照）に対して交付された資料がこの状

態となっている。 

送付する段ボールの数としては、状態Ａのものが、120 サイズの段ボール３箱

分。状態Ｂのものが、120 サイズの段ボール２箱分である。 

※ 請求件数は、市区町村に戸籍を請求した本籍筆頭者の数を１件とカウントし

ている。なお、請求件数の中には、請求に対して該当がなく資料が交付されてい

ないものが稀にあるものと思われる。 

また、１件の請求に対して、２通以上の戸籍が交付されることもよくあるの

で、実際に貸与する戸籍の通数は 2037 件よりも多い想定である。 
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（送付時の連絡） 

資料送付時は、送付する段ボールに番号を付す等の方法で、①と②が区別できる状態

とし、受託者に送付内容の説明を行う。 

[02-00-00-00-00]へ 

[01-02-受-00-00] 資料の受領 

受託者は、受付簿及び請求簿に記載された情報と、受領した資料の内容が一致してい

ることを確認する。 

[01-02-受-01-00] 受付簿に記載されている被相続人について、資料が送付されて

いることが確認できた場合 

受託者は、受付簿の「到達日」欄に、一致を確認した日を入力し、アップロードす

る。 

[02-01-受-00-00]へ 

[01-02-受-02-00] 受付簿に記載されていない被相続人について、資料が送付され

ている場合 

受託者は、送付された資料をスキャンし、PDF ファイルでアップロードし、委託者に

「受付簿に記載されていない被相続人について、資料が送付されているため、アップロ

ードを行った」ことをメールで連絡し、委託者の指示に従う。 

[01-02-委-02-01] 受託者が連絡した案件が、本業務による相続関係調査を要

する案件でない場合 

委託者は、受託者に対し、該当案件の資料を返却するよう指示する。 

[03-04-受-00-00]へ 

[01-02-委-02-02] 受託者が連絡した案件が、本業務による相続関係調査を要

する案件の場合 

委託者は、受付簿に該当案件の情報を入力し、受託者に「受付簿に該当案件の情報を

入力した」旨を連絡する。 

[01-02-受-00-00]へ 

[01-02-受-03-00] 受付簿に記載されている被相続人について、資料が送付されて

いない場合 

受託者は、委託者に対し「該当案件の受付番号」と「該当案件について資料が送付さ

れていない」ことをメールで連絡する。 
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[01-02-委-03-01] 受託者が連絡した案件が、本業務による相続関係調査を要

する案件の場合 

委託者は、受託者に対し、「後日資料を追加送付する」ことを、メールで連絡する。 

[01-01-委-00-00]へ 

[01-02-委-03-02] 受託者が連絡した案件が、本業務による相続関係調査を要

する案件でない場合 

委託者は、受付簿から該当の案件の情報を削除してアップロードし、受託者に対し、

「該当案件について受付簿を修正した」旨をメールで連絡する。 

[01-02-受-00-00]へ 

[02-00-00-00-00] 資料の読み解き処理 

[02-01-受-00-00] 資料の読み解き 

受託者は、資料を読み解き、相続人を特定するために追加請求すべき戸籍の有無を確

認する。 

 [02-01-受-01-00] 追加請求すべき戸籍がある場合 

受託者は、追加請求すべき戸籍の情報を請求簿に入力する。 

（請求簿の入力要領） 

入力する項目 要領 

整理番号 調査対象の被相続人について、受付簿で付番された整理番号を入力す

る。 

請求番号 請求する内容１件ごとに、次のルールに従って８桁の数字を付番する。

（年度の西暦下２桁）＋２＋（５桁の連番） 

例：20
年度

 2 00001
連 番

 

本籍 

筆頭者 

追加請求すべき戸籍の本籍と筆頭者を入力する。 

筆頭者の姓と名の間は、全角スペースを入力する。 

なお、氏名に異字が含まれている場合等、文字データ入力が困難な

場合は、異字を正字に置き換えて入力して構わない。 

また、本籍及び筆頭者に判読困難な文字が含まれている場合は、そ

の箇所を、「？」で置き換えて入力すること。 
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入力する項目 要領 

備考 調査対象者や、戸籍の交付を求める範囲について記載する。 

なお、本籍及び筆頭者で指定した戸籍だけの交付を求める場合（連

続した収集が不要なケース）は、何も入力しない。 

また、調査対象者氏名を示すときは、生年月日を併記すること。 

例１：被相続人の出生から死亡までの戸籍を収集する場合 

「被相続人である札幌太郎（生年月日何々）について、出生から死亡

までの連続した戸籍を、可能な範囲で交付してください。」 

例２：相続人の現在までの戸籍を収集する場合 

「相続人（続柄：子）である札幌一郎（生年月日何々）について、何

年何月何日に婚姻で左記の戸籍に入ってから現在までの連続した戸

籍を、可能な範囲で交付してください。」 

資料 次のような場合に○を入力する。 

１ 筆頭者の氏名に異字が含まれており、正字に置き換えた場合 

２ 追加請求すべき戸籍の特定に当たって参照した戸籍謄本等の文字

が読み取りにくく、本籍及び筆頭者の入力内容が正しいか不安であ

る場合 

※追加請求を要する戸籍の請求先市区町村側に、読み解いた戸籍の写

しを確認してもらった方がよいものを示すための項目である。 

宛先番号 追加請求すべき戸籍を所管する市区町村について、請求先市区町村

リストの「宛先番号」を入力する。 

※戸籍を所管する市区町村とは、本籍地の住所の市区町村である。 

[02-02-受-00-00]へ 

[02-01-受-01-01] 請求先市区町村リストに本籍地の住所の請求先が見当たら

ない場合 

本籍地の住所の請求先市区町村が、合併等により消滅している可能性がある。 

受託者は、次の方法で合併等の状況を調査し、現在、対象の戸籍をどの請求先市区町

村が所管しているかを確認する。 

（現在の請求先市区町村の確認方法） 
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１ 総務省の市区町村コード一覧のページから合併状況を確認する。 

URL： http://www.soumu.go.jp/denshijiti/code.html 

「都道府県コード及び市区町村コード」改正一覧表を参照することで、平成 17

年４月１日以降の市区町村の合併状況が分かる。 

２ 地名等から現在の請求先市区町村が推測できる場合は、請求先市区町村に電話

で確認を行う。 

「○○（地名）の戸籍を取得したいが、そちらの市区町村で取得することはで

きるか」等の質問を行って確認すること。 

※確認中に相手方から求められた場合は「委託者から委託を受けて業務を行っ

ている」旨を伝えて差し支えない。 

３ 本籍地の住所の地名でインターネット検索を行う。 

インターネット検索によって把握した情報が市区町村の公式ホームページ上に

掲載された情報ではない場合については、上記２の現在の市区町村への電話確認

を行うこと。 

※ 上記以外に有効な確認方法がある場合は、委託者に提案すること。 

※ 調査を行っても請求先市区町村が判明しないものについては、委託者にメールで

連絡して指示を受けること。 

現在の市区町村が判明した場合は、請求先市区町村リストの該当の市区町村の欄に旧

地名等の情報を入力する。 

（請求先市区町村リストの入力要領） 

入力する項目 要領 

更新日 入力を行う日付を入力する。 

旧地名 本籍地の地名を入力する。 

（例：札幌郡琴似村○○番地の戸籍は、現在の札幌市西区の所管であ

るため、札幌市西区の旧地名欄に「札幌郡琴似村」と入力する。） 

[02-01-受-01-00]へ 

[02-01-受-02-00] 追加請求すべき戸籍がない場合 

読み解きの結果、追加請求すべき戸籍がない場合は、状況に応じて、受付簿に次のと

おり入力した上で、調査終了の判定を行う。 
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（受付簿の入力要領） 

入力する項目 要領 

本人 

（死亡→出生） 

本人の死亡時からさかのぼって出生時までの戸籍を収集す

る工程の進捗状況を確認し、以下の項目から選択する形で状況

を入力する。 

（選択項目） 

交付待ち：請求中で、まだ交付を受けていない戸籍がある状態

未着手あり：また読み解いていない戸籍がある状態 

他工程待ち：この工程において読み解く資料はないが、他の工

程が完了しなければ、この工程が完了していることが判断でき

ない状態。 

完了：工程が完了したか、続行不能となっている状態 

続行不能の場合も完了と入力する。 

対象外（最小）：調査範囲が「最小」の案件で、調査する必

要がない工程である場合に選択 

直系卑属（子） 

（現在） 

本人の出生から死亡までの戸籍からつながる形で、子の現在

までの戸籍を収集する工程の進捗状況を確認し、「本人（死亡

→出生）」欄と同様に、項目を選択する形で状況を入力する。

なお、子が本人より前に死亡している場合は、その子の出生

から死亡までの戸籍を収集した上で、代襲相続人である子の子

（孫）の現在までの戸籍を収集する工程を含む。 

子も孫も本人より先に死亡している場合の玄孫以降につい

ても同様である。 

直系尊属（父母等） 

（出生→現在） 

以下の工程の進捗状況を確認し、「本人（死亡→出生）」欄と

同様に、項目を選択する形で状況を入力する。 

１ 父母全員について、出生から死亡までの戸籍を漏れなく収

集する。 

２ 父母全員が本人より先に死亡の場合は、祖父母の死亡が確

認できるまで、祖父母の現在の戸籍を収集する。 
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３ 父母、祖父母全員が本人より先に死亡している場合、曾祖

父母を追跡する必要はない。この場合、２の収集を終えた時

点で完了とする。 

兄弟姉妹 

（現在まで） 

以下の工程の進捗状況を確認し、「本人（死亡→出生）」欄と

同様に、項目を選択する形で状況を入力する。 

・ 父母の出生から死亡までの戸籍からつながる形で、兄弟姉

妹の現在までの戸籍を収集する。 

・ 兄弟姉妹が本人より前に死亡している場合は、その兄弟姉

妹の出生から死亡までの戸籍を収集した上で、代襲相続人で

ある兄弟姉妹の子（おい・めい）の現在までの戸籍を収集す

る。 

・ 兄弟姉妹とそのおい・めいがともに本人より先に死亡して

いる場合には、甥・姪の子は相続人ではないので、収集する

必要がない。この場合、おい・めいが本人より先に死亡して

いることが分かる戸籍を収集した時点で完了とする。 

上記の入力を終えた後は、[03-01-受-00-00]へ 

[02-02-受-00-00] 戸籍請求書データ等の作成 

受託者は、毎週水曜日（その日が休日等の場合は、翌営業日）に、次のデータをアッ

プロードし、委託者にメールで連絡する。 

１ 受付簿、請求先市区町村リスト 

前日までに入力した情報をアップロードする。 

２ 請求簿 

請求簿については、業務従事者が記入した本籍・筆頭者等の項目について、管理

責任者又は管理責任者が指定した業務従事者（以下「管理責任者等」という。）

が、次の点に着目して、請求内容に明白な誤りがないことを確認し、「依頼日」欄

に、当日（原則水曜日となる）の日付を入力したものをアップロードする。 

（管理責任者等が確認する事項） 

・請求先市区町村が間違っているものはないか 

例： 本籍地が山形県朝日町～となっているが、請求先市区町村が富山県朝日町

となっているなど、異なる都道府県の同名の市区町村が宛先となっている
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場合 

例： 本籍地が札幌市中央区となっているが、請求先市区町村が北海道札幌市南

区となっているなど、政令市の区を誤っている場合 

・記載項目が空欄となっているものはないか 

・その他、明白に誤りが認められるものはないか 

例：「○丁目○条」など、本籍地記載の慣例上明らかに不自然なもの 

（住所は、「条→丁目→番地」と記載されるのが通常である。） 

例：「○丁白○番地」「札幌市束区」など、漢字に明らかに誤記が認められるもの 

※ なお、都道府県の「県」については「縣」と旧字体で表示されている戸

籍もあり、これは誤りではない。 

例：「札幌 t太郎」などの、明らかに入力時のタイプミスが認められるもの 

・請求番号が重複しているものはないか 

請求番号は、１請求につき１つの番号を付番するので、重複している場合はそ

れぞれの請求に異なる番号を振り当てる必要がある。 

３ 戸籍請求書の決裁用データ 

直前までの請求簿の入力内容に基づいて、委託者が戸籍の請求を行うことについ

て内部決裁をするためのデータである。 

次のページ構成で１つの PDF（.pdf）データにまとめてアップロードする。 

（決裁用データの構成） 

内容 説明、作成要領 

１ 請求先一覧表 請求すべき戸籍を所管する市区町村を一覧にまと

めたもの。 

２ 決裁用の戸籍請求書の表紙 準備期間中に委託者がワード（.word）データで提供

するものを使用する。（何も入力する必要はない。）

３ お願い文書 委託者がワード（.word）データで提供するものを使

用する。 

４ 市区町村別の請求内容 請求先市区町村リストの宛先番号ごとに作成し、宛

先番号が小さい順に並べる 
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内容 説明、作成要領 

   請求内容 請求簿の「整理番号」から「結果」までの欄を出力

したもの。 

  添付資料 請求内容の「資料」欄に○を入力した請求につい

て、本籍及び筆頭者を入力する際に参照した戸籍謄

本等をスキャンしたもの 

請求簿の請求番号が小さい順に並べる 

なお、「１ 請求先一覧表」については、誤りが生じないよう、管理責任者等におい

て内容の確認を行うこと。（特に、請求すべき戸籍を所管する市区町村の記載に漏れが

あるなどの誤りがないことを確認すること） 

（構成イメージ）

 

４ 札幌市の区に対する戸籍請求書の印刷用データ 

直前までの請求簿の入力内容に基づいて、委託者が戸籍の請求を行うことについ

て内部決裁をした後、札幌市の各区への送付資料を印刷するためのデータであ

る。 

次のページ構成のデータを区ごとに作成した後、中央区→北区→東区→白石区→

豊平区→南区→西区→厚別区→手稲区→清田区の順序で、すべてのデータを１つ

の PDF（.pdf）にまとめてアップロードする。 

 
３ 

３  

 

② 

３  

３  

 

① 

２ 

１ 
１つの PDF ファイルにまとめる
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（札幌市各区印刷用データの構成） 

内容 説明、作成要領 

１ 区別の請求内容 請求先市区町村リストの宛先番号ごとに作成し、宛

先番号が小さい順に並べる 

   請求内容 請求簿の「整理番号」から「結果」までの欄を出力

したもの。 

  添付資料 請求内容の「資料」欄に○を入力した請求につい

て、本籍及び筆頭者を入力する際に参照した戸籍謄

本等をスキャンしたもの 

請求簿の請求番号が小さい順に並べる 

２ お願い文書 委託者がワード（.word）データで提供するものを使

用する。 

３ 区別の請求内容 １ と同じもの（ の添付資料は除く）。 

返送時の控えとなる。 

※ その週の戸籍請求に含まれている札幌市の区への請求が、中央区と南区と厚別区の

３区だけである場合、①中央区について、上記の構成で作成したもの②南区につい

て、上記の構成で作成したもの③厚別区について、上記の構成で作成したものの①～

③を一つの PDF（.pdf）にまとめたデータを作成し、アップロードすることとなる。 

５ 戸籍請求先一覧表のエクセルデータ 

別紙 2-04 の様式で作成して提出すること。 

６ 進捗管理シート 

別紙 2-12 の様式に記載して報告すること 

なお、記載に当たっては次の点に留意する。 

・各作業工程の完了状況（被相続人ごと） 

→ 受付簿に入力した作業工程ごとの完了状況を示すものである。集計は自動で

行われる。 

進捗パーセンテージについては、「現在の進捗」「前週比」は自動集計される

が、「前週の進捗」は手入力する必要がある。 

・請求件数及び業務従事者の延べ作業時間 



相続関係調査に係る戸籍謄本等請求補助業務 手順書 

- 16 - 

→ 請求簿入力数は、その週に請求簿に入力した総件数を手入力する。 

作業時間は、業務管理者を除く業務従事者が業務を実施した延べ時間を手入

力する。 

[02-03-委-00-00]へ 

[02-03-委-00-00] 戸籍請求をする旨の内部決裁と請求書の印刷、押印等 

委託者は、[02-02-受-00-00]で受託者から提供を受けたデータを両面印刷し、これを

もとに、戸籍を請求する旨の内部決裁をする。 

[02-03-委-01-00] 札幌市に対する戸籍請求についての処理 

委託者は、内部決裁を経た請求内容のうち、札幌市に対して請求をするものについて

は、[02-02-受-00-00]の４で提供を受けたデータ等を利用し、請求先の区ごとに請求書

の表紙、請求内容、添付資料を印刷して委託者において請求を行う。 

また、委託者は、請求書を区に発送した際、発送した日及び発送した公用請求書の発

行年月日及び文書番号を受託者にメールで連絡する。 

[02-03-受-01-01] 札幌市の区の分の発送交付・郵送料金確認シート作成 

受託者は、委託者からメールで連絡を受けた内容に基づいて、発送交付・郵送料金

確認シートの下記の欄に記録を行う。 

項目 記載要領 

No. 業務実施期間を通して１から連番で番号を記載する。 

文書番号 委託者から連絡のあった公用請求書の文書番号を記載する。 

発行日 委託者から連絡のあった公用請求書の発行日を記載する。 

宛先番号 委託者から連絡のあった公用請求書の送付先の区の宛先番号を記

載する。 

請求件数 区ごとの戸籍の請求件数を記載する。 

発送日 委託者から連絡のあった発送日を記載する。 

区分 「-」を記載する。 

領収証番号 「-」を入力する。 

 

[02-09-委-00-00]へ 
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[02-03-委-02-00] 札幌市以外の請求先市区町村に対する戸籍請求書の作成等 

委託者は、内部決裁を経た請求内容のうち、札幌市以外の市区町村に対して請求をす

るものについては、請求先市区町村ごとに請求書の表紙だけを印刷し、押印等の処理を

行って受託者に送付する。 

[02-04-受-00-00]へ 

[02-04-受-00-00] 送付された戸籍請求書のチェック 

受託者は、委託者から送付を受けた請求書の表紙を確認し、請求すべき市区町村（札

幌市を除く）について、請求書の表紙が漏れなくそろっていることをチェックする。 

[02-04-受-01-00] 請求すべき市区町村について、請求書の表紙が存在しない場合 

受託者は、委託者に対して、表紙が存在しない請求先市区町村の宛先番号をメールで

連絡する。 

[02-03-委-02-00]へ 

[02-04-受-02-00] 請求書の表紙が漏れなくそろっていることが確認できた場合 

[02-05-受-00-00]へ 

[02-05-受-00-00] 戸籍請求書の関係書類の作成 

受託者は、戸籍請求書の送付に必要となる書類を作成する。 

（作成要領） 

作成物 作成要領 作成単位 

１ 市区町村別の請

求内容 

[02-02-受-00-00]で作成した請求内容

を、Ａ４片面印刷したもの 

請求書１枚ごとに

２部ずつ 

２ 市区町村別の添

付資料 

添付資料をＡ４片面印刷したもの 請求書１枚ごとに

１部 

３ お願い文書 別紙 2-09 の様式をＡ４両面印刷したもの 郵送先住所１つご

とに１部 

[02-06-受-00-00]へ 

[02-06-受-00-00] 封筒等の作成 

受託者は、請求先市区町村からの戸籍謄本等の返信に使用する封筒を作成し、[02-05

-受-00-00]で作成した書類と返信用封筒の重量を踏まえて、最も安価な郵送区分となる

よう、送付用の封筒を作成する。 



相続関係調査に係る戸籍謄本等請求補助業務 手順書 

- 18 - 

（作成要領） 

１ 返信用封筒 

  作成要領等 

返信用封筒は、委託者が料金受取人払いの承認を受けたものを、業務開始時に

委託者に送付するので、それを使用すること。なお、貸与する封筒の大きさは角

形２号である。 

貸与する返信用封筒には、宛先番号と文書番号を記載する欄があるので、送付

用封筒に対応する形で、宛先番号と文書番号を記入する。 

この宛先番号と文書番号は、後に記載する[02-10-受-00-00]において、受託者

が資料の交付状況を整理するために使用するので、記載漏れがないよう注意する

こと。また、この欄は交付状況の整理以外の目的には使用しないので、あらかじ

め委託者と協議した上で、交付状況の整理に必要な情報を印刷したシールを張り

付ける等、別の方法を用いても構わない。（ただし、受託者記入欄が印字された

箇所よりも上には、封筒にシールの貼り付けや記入を行わないこと。） 

（返信用封筒の受託者記入欄のイメージ） 

 

※ 郵送請求センター等に複数の請求書を一括して送付する場合（[02-06-受-

01-00]参照）は、「郵送請求センター等設置先に対する一括送付分」に をつ

け、宛先番号は送付する請求書の宛先に対応するもののうち、宛先番号が最も

小さいものを記入する。 

例：千葉市中央区（3121011）と千葉市花見川区（3121029）への請求を一

括送付する場合、市区町村欄に記載するのは、千葉市中央区の宛先番

号（3121011）である。 

  返信用封筒の料金負担について 

返信用封筒は、委託者が料金受取人払いの承認を受けており、郵送料金は委託

者が後納で支払う。したがって、返信用封筒に切手を貼付する必要はない。 

２ 送付用封筒 

宛先番号を記入する欄 

文書番号を記入する欄 
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送付用封筒は、送付物の重量を確認した上で、普通郵便で最も安価に送付するこ

とができるサイズを選択して作成する。（送付物は信書に該当するため、郵便又は

信書便により送付する必要がある。） 

  封筒の大きさについて 

ア 送付用封筒を含む送付物の総重量が 50g 以内である場合は、定形郵便物とし

て差し出すことができるサイズの封筒を選択する。（長形３号など） 

イ 総重量が 50g を超えるものについては、定形外郵便物（規格内）として差し

出すことができるサイズの封筒を選択する。（角形２号など） 

  封筒の宛先等の記載（別紙 2-07 のイメージを参考に作成すること） 

宛先の記載：請求先市区町村リストに登録されている「郵送宛名」「郵便番

号」「住所１」「住所２」の情報を記載する。 

発信者の記載：次のとおりとする。 

〒060-8611 札幌市中央区北１条西２丁目 １４階 

札幌市財政局管財部管財課 

TEL011-211-2222 FAX011-218-5146 

その他：「公用請求書在中」と余白に記載する。 

封筒には、上記以外の情報（受託者の社名等）を記載しないこと。 

[02-06-受-01-00] 政令指定都市のうち、集中処理が行われている市に請求する場

合の特例 

政令指定都市においては、各区の長あてに戸籍を請求することとなる（例えば、札幌

市中央区の戸籍と、札幌市北区の戸籍を請求する場合は、それぞれ中央区長、北区長に

あてて請求書を作成する必要がある。）。 

政令指定都市の中には、区ごとに作成される請求書を、区ごとに処理せずに、各区に

対する請求を一括して集中処理する部署（「郵送請求センター」などの名称）を置いて

いる市がある。（以下、「郵送請求センター等設置先」という。具体的には、さいたま

市、千葉市、横浜市、川崎市、相模原市、新潟市、名古屋市、京都市、堺市、神戸市、

岡山市、北九州市及び福岡市が該当。） 

この場合、請求書は区ごとに作成するが、その郵送先は１か所（集中処理を担当する

部署の住所）であるので、封筒は郵送先１か所について１組だけ作成し、複数枚の請求

書類を１つの封筒にまとめて送付する取扱いとする。 
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[02-07-受-00-00]へ 

[02-07-受-00-00] 封入、封緘、発送 

受託者は、作成した送付物を、[02-06-受-00-00]で作成した封筒に封入、封緘し、普

通郵便で発送する。 

なお、封入、封緘に当たっては、送付物の不備や誤送が生じないよう、特に次の事項

について確認を行うこと。 

・封筒の宛先と戸籍請求書の表紙の宛先の整合 

・戸籍請求書の表紙の宛先と、市区町村別の請求内容の整合 

・返信用封筒に文書番号と宛先番号が記入されていることの確認 

・次の順序に従って送付物が封入されていることの確認 

（送付物の封入順序） 

順序 送付物 備考 

1 戸籍請求書の表紙 [02-04-受-00-00]で委託者から受領したもの 

2 市区町村別の請求内容（１部） [02-05-受-00-00]で作成したもののうち１部 

3 市区町村別の添付資料 [02-05-受-00-00]で作成したもの 

4 請求に当たってのお願い文書 [02-05-受-00-00]で作成したもの 

5 市区町村別の請求内容（１部） [02-05-受-00-00]で作成したもののうち１部 

6 返信用封筒 [02-06-受-00-00]で作成したもの 

確認を終えて封緘したものは、近隣の郵便局の窓口に郵送物を持参し、すみやかに普

通郵便で発送する。なお、郵送料金は受託者において立て替えて支払うものとする。 

[02-08-受-00-00]へ 

[02-08-受-00-00] 発送後の発送内容及び料金の報告 

公用請求書の発送に係る郵便料金は、発送時に受託者が立替えて支払ったものを、契

約金額の請求時に委託者が精算する。 

受託者は、適切に発送を行って料金を立替払した事実を委託者が確認できるよう、次

の書類を発送の都度アップロードし、委託者にメールで通知すること。 

・請求簿の「発送日」欄に発送した日を記載したもの 

・「差し出した件数及び料金がわかる領収証」（料金後納契約により郵便料金を支払う

場合は「後納郵便物等差出票の写しに郵便局の受領印が押されたもの」）をスキャ
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ンした PDF データ 

※ PDF データのファイル名は「領収証等_（領収証番号）.pdf」とし、（領収証番

号）の欄には、アップロードする領収書１枚ごとに１から連番の番号を記載する

こと。 

例：最初にアップロードする領収証⇒「領収証等_01.pdf」 

・発送交付・郵送料金確認シート 

項目 記載要領 

No. １から連番で番号を記載する。 

文書番号 差出した公用請求書の文書番号を記載する。 

発行日 差出した公用請求書の発行日を記載する。 

宛先番号 差出した公用請求書の送付先市区町村の宛先番号を記載する。 

宛先 宛先番号に対応する宛先の名称を記載する。 

請求件数 宛先ごとの戸籍の請求件数を記載する。 

発送日 郵便局に差出した日を記載する。 

区分 普通郵便の郵送料金区分を記載する。 

例：定形内の 25 グラム以内⇒定形内 25 

なお、郵送請求センター等設置先に郵送した場合については、郵

送時の返信用封筒に記載した宛先番号以外の宛先を除き、「-」と

記載する。 

例：千葉市中央区と花見川区の分を一括で送付し、返信用封筒

に、中央区の宛先番号（3121011）を記載した場合 

⇒中央区の行に実際の郵送料金区分を記載し、花見川区の行

の区分は「-」と記載する。 

料金 支払った料金を記載する。 

例：定形内 25 グラム以内ならば、料金は 84 円であるため、 

「84」とする。 

領収証番号 発送内容が、どの領収証に対応するものかを示すため、領収証の

スキャンデータのファイル名の領収証番号を記載する。 

※ 前掲したとおり、上記の書類の提出は、立替経費の精算の前提となるものである。 
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送付物の量（枚数）と郵送料金との間に整合性がないなど、不自然な点が見受けら

れる場合は精算が行えないおそれがあるので、受託者は十分に注意して封入から発送

までの作業を行うこと。 

[02-09-委-00-00]へ 

[02-09-委-00-00] 追加貸与資料の受託者への送付 

請求した戸籍謄本等は、委託者に交付される。 

委託者は、[02-07-受-00-00]の請求に基づいて交付された戸籍謄本等を、交付された

状態のまま、受託者に随時送付する。 

このとき、委託者は、[02-03-委-00-00]で作成した「請求先一覧表」に発送日を記録

するとともに、受託者に対して戸籍謄本等を送付した旨をメールで連絡する。 

[02-10-受-00-00]へ 

[02-10-受-00-00] 戸籍謄本等の受領 

受託者は、委託者から送付された戸籍謄本等の内容を確認し、発送交付・郵送料金確

認シートの「受領日」欄に委託者から戸籍謄本等が入った封筒を受領した日を入力しす

る。さらに、その戸籍謄本等の交付状況に応じて[02-10-受-01-00]又は[02-10-受-02-0

0]のとおり、請求簿に情報を入力する。 

[02-10-受-01-00] 請求した戸籍謄本等が交付された場合 

受託者は、請求簿の「到達日」欄に、戸籍謄本等が交付されたことを確認した日付を

入力する。 

[02-11-受-00-00]へ 

[02-10-受-02-00] 請求した戸籍謄本等が交付されなかった場合 

不交付の場合、請求先市区町村から不交付の理由を示した書面（又は、「市区町村別

の請求内容」の「結果」欄に不交付理由を記載したもの）が交付される。 

受託者は、この書面を確認し、請求簿の「不交付」欄に不交付の理由を記載する。 

[02-10-受-02-01] 滅失又は廃棄済みの場合 

請求簿の「不交付」欄に「滅失廃棄」と入力し、「到達日」欄に、不交付を確認した

日を入力して調査終了の判定を行う。 

[03-01-受-00-00]へ 

[02-10-受-02-02] 資料を添付して請求したもので、滅失廃棄以外の場合 

請求簿の「不交付」欄に「請求不能」と入力し、「到達日」欄に、不交付を確認した
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日を入力する。請求簿をアップロードして、委託者に対し、「請求番号」と「請求不能

となった旨」をメールで連絡する。 

[02-10-受-02-03] 資料を添付せずに請求したもので、滅失廃棄以外の場合 

請求簿の「不交付」欄に「再請求」と入力し、「到達日」欄に、不交付を確認した日

を入力する。同じ請求内容で新たに請求番号を設けて資料欄に○を付し、参照した戸籍

謄本等の写しを添付して再度請求を行う。 

※これらの処理については、[02-01-受-00-00]に準じて行う。 

（準じて処理）[02-01-受-00-00]へ 

[02-11-受-00-00] 追加貸与資料の読み解き 

受託者は、[02-01-受-00-00]に準じて、追加貸与資料の読み解きを行う。 

（準じて処理）[02-01-受-00-00]へ 

[03-00-00-00-00] 調査終了に伴う返却処理 

[03-01-受-00-00] 調査終了の判定 

受託者は、整理番号１件ごとに、次の事項を確認し、全ての要件を満たすものについ

て、調査終了の処理を行う。 

（調査終了要件） 

１ 追加請求中で貸与されていない戸籍がないこと 

２ 貸与されている資料の中に、読み解きを終えていない戸籍がないこと 

３ 次のいずれかの要件を満たすこと 

  貸与されている資料から、受付簿の「調査範囲」で委託者が指定した範囲の

相続人を漏れなく特定できる状態である。（調査完了） 

  貸与されている資料以外に、滅失廃棄、請求不能等により追加請求できる戸

籍がない（続行不能） 

※３ の調査完了についての確認 

３ の要件については、まず業務従事者が下記の確認を行った後、管理責任者等が改

めて同様の確認を行うなど、２名以上の目ですべての戸籍が収集されていることを確認

して判定すること（調査範囲が「最小」と指定されているものについては、その範囲で

確認を行うこと） 

また、確認に当たっては、別紙 3-00 相続人の調査方法 第４の２の記載内容を必

ず確認し、必要に応じて同資料に記載のある「証明書が記録する期間を示す表」を作成
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するなどして確実に判定すること。 

（調査完了について必ず確認する事項） 

・本人の死亡から出生までのすべての戸籍謄本等がそろっているか 

⇒死亡日から出生日までのすべての期間について、漏れなく資料がそろっていること

を確認すること。 

・子の現在までの戸籍謄本等がそろっているか 

⇒本人の戸籍謄本等から連続して子の現在までの資料が漏れなくそろっていること、

代襲相続が生じている場合は、代襲される子の出生から死亡までの資料がそろって

おり、その資料から代襲相続人の現在までの資料が漏れなくそろっていることも確

認すること。 

・父母の現在までの戸籍謄本等がそろっているか 

⇒養子縁組がなされている場合は、養父母に関する資料も同様にそろえる必要がある

ことに留意する。 

・父母が全員死亡している場合、父母の出生から死亡までの戸籍謄本等から、祖父母

が死亡していることが確認できるかそろって 

⇒祖父母の死亡が確認できない場合については、父母の出生から現在までの資料から

続く形で、祖父母の現在までの資料がそろっていることを確認する。 

・兄弟姉妹の現在までの戸籍謄本等がそろっているか 

⇒父母の出生から現在までの資料から続く形で、兄弟姉妹の現在までの資料がそろっ

ていることを確認する。代襲相続が生じている場合は、代襲される兄弟姉妹の出生

から死亡までの資料がそろっており、その資料から代襲相続人の現在までの資料が

漏れなくそろっていることも確認すること。 

（調査完了について誤認が生じやすい点） 

戸籍編製後に転籍があったケースにおいて、本来調査が終わっていないものを調査

完了としてしまう可能性が高いので、特に注意すること。 

このケースでは、戸籍事項欄に①「何々の届出により何年何月何日 本戸籍編製」

等の記載がなされた後に②「何年何月何日 何県何市何町何丁目何番地から転籍届

出」等の記載がなされる。 

②に記載された転籍前の戸籍を収集する必要があるが、①の記載が戸籍の編製時の

記録であるために、確認した戸籍が最初に編成された戸籍であると誤認し、従前戸籍
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を確認しないまま調査完了と判定する可能性が高い。 

例えば、婚姻前の戸籍に前記のような転籍の形跡がある場合には、他の者との婚

姻・出産・離婚が転籍前戸籍に隠れていることもある。そのため、この転籍前戸籍の

収集が漏れると、配偶者の違う子の捕捉が漏れてしまうおそれがある。別紙 3-00 相

続人の調査方法において、誤認が生じやすい記載がある戸籍のサンプルとその読み方

を示しているので、参考とすること。 

[03-01-受-01-00] 要件を満たさないもの（処理継続） 

受託者は、貸与を待ち、又は未読の資料の読み解きを行う。 

[02-00-00-00-00]へ 

[03-01-受-02-00] 要件を満たすもの（調査終了） 

[03-01-受-02-01] 貸与資料から相続人を漏れなく特定できる：要件３  

受託者は、受付簿に調査終了日等の情報を入力し、返却のための資料作成に移る。 

（受付簿の入力要領） 

入力する項目 要領 

終了日 調査を完了したことが判明した日を入力する。 

終了理由 「調査完了」と入力する。 

[03-02-受-00-00]へ 

[03-01-受-02-02] 貸与資料以外に、追加請求できる戸籍がない：要件３  

受託者は、受付簿に調査終了日等の情報を入力し、返却のための資料作成に移る。 

（受付簿の入力要領） 

入力する項目 要領 

終了日 調査不能が判明した日を入力する。 

終了理由 「続行不能」と入力する。 

※調査不能とは、追加請求すべき戸籍が「旧樺太」である場合、調査すべき関係者に

外国籍の者がおり、日本の戸籍の記録だけでは調査を完了することができない場合や、

請求すべき戸籍が滅失していて以降の調査が進められない場合などをいう。 

[03-03-受-00-00]へ 

[03-02-受-00-00] 相続関係説明図等の作成 

受託者は、調査が完了した整理番号の資料をもとに、次の資料を作成する。 
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名称 作成要領 

相続関係説明図 別紙 2-10 を参考に PDF 形式で作成する。 

相続人候補者リスト 別紙 2-11 の様式に記載し、エクセル形式で作成する。 

[03-03-受-00-00]へ 

 [03-03-受-00-00] 資料の整理及び確認 

受託者は、調査が終了した整理番号について調査状況シートを作成し、次の順序で資

料を整理してファイリングする。 

資料の種類 備考 

１ 調査状況シート  

２ 相続関係説明図 調査完了により返却する場合のみ作成する。 

[03-02-受-00-00]参照 ３ 相続人候補者リスト 

４ 本人の住民票の除票  

５ 本人の死亡から出生

までの戸籍 

・死亡時の戸籍に、本人の資料である旨と本人の氏名を

記載した付箋を貼り付け、死亡から出生に遡る順序で並

べる。 

（付箋の記載イメージ） 

本人 札幌太郎 

 

６ 子（代襲）の戸籍 ・子１名ごとに、その子についてのもっとも旧い戸籍

に、子の資料である旨及びその子の氏名を記載した付箋

を貼り付け、旧い戸籍から新しい戸籍の順に並べる。 

・子が複数いるときは、生年月日の早い順に並べる。 

・子が既に死亡しているときは、その子の戸籍を出生

から死亡に至る順序で並べる。このとき、代襲相続人

がいる場合は、代襲相続人の現在までの戸籍を、その

子の戸籍の後ろに続く形で、生年月日の早い順に並べ

る。 
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資料の種類 備考 

７ 父母の戸籍 ・父母１名ごとに、その父母についてのもっとも旧い戸

籍に、本人から見た続柄及び氏名を記載した付箋を貼り

付け、旧い戸籍から新しい戸籍の順に並べる。 

・実父→実母→養父→養母の順に並べる。 

８ 祖父母の戸籍 ・祖父母１名ごとに、その祖父母についての最も古い戸

籍に、本人から見た続柄及び氏名を記載した付箋を貼り

付け、旧い戸籍から新しい戸籍の順に並べる。 

・父方祖父→父方祖母→母方祖父→母方祖母の順に並

べる。 

９ 兄弟姉妹（代襲）の戸

籍 

・兄弟姉妹１名ごとに、その兄弟姉妹についての最も旧

い戸籍に、本人から見た続柄（長兄、次兄、長妹、次妹

など）及び氏名を記載した付箋を貼り付け、旧い戸籍か

ら新しい戸籍の順で並べる。 

・兄弟姉妹（代襲の甥姪）が複数いるときは、生年月日

の早い順に並べる。 

・兄弟姉妹が既に死亡しているときは、出生から死亡

に至る順序で並べ、代襲相続人の現在までの戸籍を、

生年月日の早い順に並べる。 

10 各相続人候補者の戸

籍の附票 

・配偶者→第一順位→第二順位→第三順位の順序で並

べる。同順位の相続人が複数いるときは、次のとおり並

べる。 

・第一順位及び第三順位：生年月日の早い順。代襲相続

人は、代襲された者の位置で、代襲相続人の生年月日の

早い順に並べる。 

・第二順位：実父→実母→養父→養母の順に並べる。 

・上記の順序で並べた上で、最も上にくる資料に「附

票」と記載した付箋を貼り付ける。 
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資料の種類 備考 

11 その他の資料 上記のいずれにも分類できない資料を、証明書の証明

日順に並べ、最も上に来る資料に、「その他」と記載

した付箋を貼り付ける。 

さらに、管理責任者において改めて次の事項を確認する。 

・戸籍謄本等の収集漏れがないこと 

・作成した資料の記載に誤りがないこと 

[03-04-受-00-00]へ 

[03-04-受-00-00] 資料の返却 

受託者は、毎月 10 日（その日が休日等である場合は、翌営業日）までに、前日まで

に調査を終えた資料を返却する。 

複数の整理番号について返却を行うときは、整理した資料を整理番号の小さい順に並

べて梱包すること。 

なお、返却後に委託者において確認を行った結果、実際には調査が終了していないこ

とが判明した場合には、改めて受託者に資料を貸与して調査を続行するよう指示するこ

とがある。 
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請
求
簿

m
e
m
o

依
頼
日

発
送
日

不
交
付

到
達
日

調
査
範
囲

2
の
2
 



請
求
先
市
区
町
村
リ
ス
ト

宛
先
番
号

更
新
日

都
道
府
県

市
区
町
村
長
名

よ
み
が
な

旧
地
名

郵
便
番
号

住
所
１

住
所
２

3
0
1
1
0
1
1

2
0
1
9
-
0
4
-
1
5

北
海
道

札
幌
市
中
央
区
長

さ
っ
ぽ
ろ
し
ち
ゅ
う
お
う
く

0
6
0
-
8
6
1
2

札
幌
市
中
央
区
南
３
条
西
１
１
丁
目
３
３
０
－
２

3
0
1
1
0
2
9

2
0
1
9
-
0
4
-
1
5

北
海
道

札
幌
市
北
区
長

さ
っ
ぽ
ろ
し
き
た
く

0
0
1
-
8
6
1
2

札
幌
市
北
区
北
２
４
条
西
６
丁
目
１
－
１

3
0
1
1
0
3
7

2
0
1
9
-
0
4
-
1
5

北
海
道

札
幌
市
東
区
長

さ
っ
ぽ
ろ
し
ひ
が
し
く

0
6
5
-
8
6
1
2

札
幌
市
東
区
北
１
１
条
東
７
丁
目
１
－
１

3
0
1
1
0
4
5

2
0
1
9
-
0
4
-
1
5

北
海
道

札
幌
市
白
石
区
長

さ
っ
ぽ
ろ
し
し
ろ
い
し
く

0
0
3
-
8
6
1
2

札
幌
市
白
石
区
南
郷
通
１
丁
目
南
８
－
１

3
0
1
1
0
5
3

2
0
1
9
-
0
4
-
1
5

北
海
道

札
幌
市
豊
平
区
長

さ
っ
ぽ
ろ
し
と
よ
ひ
ら
く

0
6
2
-
8
6
1
2

札
幌
市
豊
平
区
平
岸
６
条
１
０
丁
目
１
－
１

3
0
1
1
0
6
1

2
0
1
9
-
0
4
-
1
5

北
海
道

札
幌
市
南
区
長

さ
っ
ぽ
ろ
し
み
な
み
く

0
0
5
-
8
6
1
2

札
幌
市
南
区
真
駒
内
幸
町
２
丁
目
２
－
１

3
0
1
1
0
7
0

2
0
1
9
-
0
4
-
1
5

北
海
道

札
幌
市
西
区
長

さ
っ
ぽ
ろ
し
に
し
く

0
6
3
-
8
6
1
2

札
幌
市
西
区
琴
似
２
条
７
丁
目
１
－
１

3
0
1
1
0
8
8

2
0
1
9
-
0
4
-
1
5

北
海
道

札
幌
市
厚
別
区
長

さ
っ
ぽ
ろ
し
あ
つ
べ
つ
く

0
0
4
-
8
6
1
2

札
幌
市
厚
別
区
厚
別
中
央
１
条
５
丁
目
３
－
２

3
0
1
1
0
9
6

2
0
1
9
-
0
4
-
1
5

北
海
道

札
幌
市
手
稲
区
長

さ
っ
ぽ
ろ
し
て
い
ね
く

0
0
6
-
8
6
1
2

札
幌
市
手
稲
区
前
田
１
条
１
１
丁
目
１
－
１
０

3
0
1
1
1
0
0

2
0
1
9
-
0
4
-
1
5

北
海
道

札
幌
市
清
田
区
長

さ
っ
ぽ
ろ
し
き
よ
た
く

0
0
4
-
8
6
1
3

札
幌
市
清
田
区
平
岡
１
条
１
丁
目
２
－
１

3
0
1
2
0
2
5

2
0
1
9
-
0
4
-
1
5

北
海
道

函
館
市
長

は
こ
だ
て
し

0
4
0
-
8
6
6
6

函
館
市
東
雲
町
４
番
１
３
号

3
0
1
2
0
3
3

2
0
1
9
-
0
4
-
1
5

北
海
道

小
樽
市
長

お
た
る
し

0
4
7
-
8
6
6
0

小
樽
市
花
園
２
丁
目
１
２
番
１
号

3
0
1
2
0
4
1

2
0
1
9
-
0
4
-
1
5

北
海
道

旭
川
市
長

あ
さ
ひ
か
わ
し

0
7
0
-
8
5
2
5

旭
川
市
６
条
通
９
丁
目

1
 
ペ
ー
ジ
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請
求
先
市
区
町
村
リ
ス
ト

郵
送
宛
名

電
話
番
号

備
考

U
R
L

札
幌
市
中
央
区
長

0
1
1
-
2
3
1
-
2
4
0
0

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
c
i
t
y
.
s
a
p
p
o
r
o
.
j
p
/
c
h
u
o
/

札
幌
市
北
区
長

0
1
1
-
7
5
7
-
2
4
0
0

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
c
i
t
y
.
s
a
p
p
o
r
o
.
j
p
/
k
i
t
a
k
u
/

札
幌
市
東
区
長

0
1
1
-
7
4
1
-
2
4
0
0

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
c
i
t
y
.
s
a
p
p
o
r
o
.
j
p
/
h
i
g
a
s
h
i
/

札
幌
市
白
石
区
長

0
1
1
-
8
6
1
-
2
4
0
0

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
c
i
t
y
.
s
a
p
p
o
r
o
.
j
p
/
s
h
i
r
o
i
s
h
i
/

札
幌
市
豊
平
区
長

0
1
1
-
8
2
2
-
2
4
0
0

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
c
i
t
y
.
s
a
p
p
o
r
o
.
j
p
/
t
o
y
o
h
i
r
a
/

札
幌
市
南
区
長

0
1
1
-
5
8
2
-
2
4
0
0

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
c
i
t
y
.
s
a
p
p
o
r
o
.
j
p
/
m
i
n
a
m
i
/

札
幌
市
西
区
長

0
1
1
-
6
4
1
-
2
4
0
0

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
c
i
t
y
.
s
a
p
p
o
r
o
.
j
p
/
n
i
s
h
i
/

札
幌
市
厚
別
区
長

0
1
1
-
8
9
5
-
2
4
0
0

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
c
i
t
y
.
s
a
p
p
o
r
o
.
j
p
/
a
t
s
u
b
e
t
s
u
/

札
幌
市
手
稲
区
長

0
1
1
-
6
8
1
-
2
4
0
0

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
c
i
t
y
.
s
a
p
p
o
r
o
.
j
p
/
t
e
i
n
e
/

札
幌
市
清
田
区
長

0
1
1
-
8
8
9
-
2
4
0
0

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
c
i
t
y
.
s
a
p
p
o
r
o
.
j
p
/
k
i
y
o
t
a
/

函
館
市
長

0
1
3
8
-
2
1
-
3
1
1
1

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
c
i
t
y
.
h
a
k
o
d
a
t
e
.
h
o
k
k
a
i
d
o
.
j
p
/

小
樽
市
長

0
1
3
4
-
3
2
-
4
1
1
1

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
c
i
t
y
.
o
t
a
r
u
.
l
g
.
j
p
/

旭
川
市
長

0
1
6
6
-
2
6
-
1
1
1
1

h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
c
i
t
y
.
a
s
a
h
i
k
a
w
a
.
h
o
k
k
a
i
d
o
.
j
p
/

2
 
ペ
ー
ジ



発行日 文書番号

請求件数の合計
231 件

No. 宛先番号 宛 先 請 求 件 数 メ モ

1 3011011 札幌市中央区長 1 件

2 3011029 札幌市北区長 2 件

3 3011037 札幌市東区長 3 件

4 3011045 札幌市白石区長 4 件

5 3011053 札幌市豊平区長 5 件

6 3011061 札幌市南区長 6 件

7 3011070 札幌市西区長 7 件

8 3011088 札幌市厚別区長 8 件

9 3011096 札幌市手稲区長 9 件

10 3011100 札幌市清田区長 10 件

11 3012025 函館市長 11 件

12 3012033 小樽市長 12 件

13 3012041 旭川市長 13 件

14 3012050 室蘭市長 14 件

15 3012068 釧路市長 15 件

16 3012076 帯広市長 16 件

17 3012084 北見市長 17 件

18 3012092 夕張市長 18 件

19 3012106 岩見沢市長 19 件

20 3012114 網走市長 20 件

21 3012122 留萌市長 21 件

集計 21 231 件

下表の市区町村に対して、別紙のとおり戸籍謄本等
の交付を依頼してよろしいか伺います。

請求先一覧

課長 係長 係

1
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札管財第   号 

令和  年（20  年）  月  日 

請求先市区町村 様 

札幌市長 秋元 克広 

諸証明の交付について（依頼） 

 

住民基本台帳法第 20 条第２項及び戸籍法第 10 条の２第２項の規定に基づき、下記の

証明書の交付を請求します。 

記 

１ 請求する証明の種類と通数 

  種類（ のあるもの） 

 戸籍謄本（全部事項証明）  除籍謄本（全部事項証明）  改正原戸籍謄本 

 戸籍の附票 □除籍の附票 □改正原附票 

  通数 請求内容１行につき１通ずつ交付してください。 

２ 請求に係る内容 別紙のとおり 

３ 請求機関の名称等 

  請求機関の名称 札幌市財政局管財部管財課事務係（債権管理担当） 

  現に請求の任に当たっている者 事務職員 井出 春一朗 

TEL:011-211-2222 FAX:011-218-5146 

４ 請求事由（利用の目的） 

本市の債権の管理に当たり、死亡した債務者の相続人に対して債務の請求等を行う

ため、相続の状況及び相続人の所在を確認する必要がある。（地方自治法第 240 条） 

５ 証明書の送付先 

〒０６０－８７８８ 札幌市中央区北１条西２丁目 札幌市役所 14 階 

札幌市財政局管財部管財課 

６ 問い合わせ先について 

別紙に記載した具体的な請求内容（本籍筆頭者の文字など）についてのお問い合わ

せは、本市の委託を受けた事業者にお電話いただけますと幸いです。 

連絡先： （受託者名） 電話番号：999-999-9999 

※ 詳細は「請求書の取扱いに関するお願い」の３をご覧ください。 

（印影印刷）

別紙2-05



別
紙

整
理
番
号

被
相
続
人

請
求
番
号

本
籍

筆
頭
者

備
考

資
料

結
果

宛
先
番
号

請
求
先

 
□
該
当
な
し

 
□
該
当
な
し

 
□
該
当
な
し

 
□
該
当
な
し

 
□
該
当
な
し

 
□
該
当
な
し

 
□
該
当
な
し

 
□
該
当
な
し

集
計

0

1
の
1
 

別紙2-06



0 0 0 - 0 0 0 0

（ 郵 便 番 号 ）

○○市○○町○番○号（住所１） 

○○庁舎○階（住所２） 

○○市長 様

（郵送宛名） 

差出人 札幌市財政局管財部管財課 

電話 011-211-2222 FAX 011-218-5146 

公 用 請 求 書 在 中 

別紙2-07



0 6 0 - 8 6 1 1

（受取人） 

札幌市中央区北１条西２丁目 

１４階 

札幌市財政局管財部管財課 御中

料金受

取人払

委託者において印字済みのものを貸与するので

網掛け部分には何も記入しない 

別紙2-08



- 1 - 

請求書の取扱いに関するお願い 

札幌市財政局管財部管財課 

貴庁においてご対応可能な範囲で構いませんので、下記の事項についてご確認の上、証明書の交

付をお願いいたします。 

記 

１ 請求書について 

  請求書の公印の印刷処理ついて 

請求書に記載のある担当部署は、本請求のほかにも複数の市区町村あてに多数の証明書を請 

求しており、事務の効率化のため、公印については、印影印刷により処理しております。 

このため、請求書の印影は黒色になっていますが、お送りしている請求書は本市の作成した 

公文書の原本であり、写しではありません。 

※事務処理の都合上、通常の押印処理（朱印）を行っている場合もございます。 

同封の請求書の印影が黒色である場合のみ、上記をご確認願います。 

  項目と内容の説明 

項目 内容 

整理番号 

被相続人 

札幌市が相続関係を調査している被相続人の氏名と、被相続人を特定するために

札幌市が付番している番号です。 

請求番号 

本籍 

筆頭者 

請求する戸籍謄本等についての、本籍及び筆頭者の情報と、個別の請求内容を特

定するための番号です。 

なお、次のように、別紙の中に、異なる請求番号で同一の本籍及び筆頭者が２行

以上記載されている場合は、その戸籍について、請求番号の数（行数）だけ証明書

を交付していただくようお願いします。 

（例） 

請求番号 本籍 筆頭者 

99200001 A 市 B町１番地 札幌 太郎 

99200002 A 市 B町１番地 札幌 太郎 

99200003 A 市 B町１番地 札幌 太郎 

⇒「A市 B町１番地 札幌太郎」についての証明書を各３通交付してください。

備考 
戸籍を調査している対象者や、交付していただきたい戸籍の範囲などの補足情報

を必要に応じて記載している欄です。 

資料 

「○」が付いている請求内容については、請求内容を特定する際に参照した戸籍

謄本等の写しを添付しております。 

請求内容を特定する際に参照した戸籍謄本等の文字が読みにくい場合や、異字が

用いられている場合など、交付に当たって参照した証明書を確認していただきたい

ものに資料を添付しております。 

結果 交付できない証明書がある場合に、その旨を貴庁にご記載いただくための欄です。

  返送用の控えについて 

請求書の別紙は、同じ内容のものを２部同封しております。 

うち１部は、札幌市が内容を確認するために封入している控えですので、お手数をおかけし 

ますが、証明書に同封して返送をお願いいたします。 

（裏面あり） 
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２ 交付できないものがある場合について 

貴庁様式の送付状等に交付できない旨及びその理由を記載いただく形でも構いませんが、上記

１ のとおり、別紙について返送用の控えを同封しておりますので、そちらの「結果」欄に交付

できない理由等を適宜ご記入いただけると幸いです。 

なお、交付できない旨及びその理由についての電話連絡はできる限り御遠慮下さい。返送時に

書面で示していただくようお願いいたします。 

（理由等の記載例※内容が分かれば貴庁のルールに従って記載いただいて構いません。） 

「滅失」…対象証明書が滅失している場合 

「廃棄」…対象証明書が保存期間満了により廃棄されている場合 

「該当なし」…請求内容では該当の戸籍が見当たらない場合 

「要資料添付」…請求内容の文字等に相違があるなど、参照した戸籍謄本等の写しを添付して

再請求すべき場合 

※滅失・廃棄済み以外の理由で不交付となった場合は、後日、請求内容を特定する際に参照

した戸籍謄本等の写しを添付して再度請求させていただきます。 

３ 請求書の内容等に関する確認のご連絡について 

札幌市では、相続関係の調査のための戸籍謄本等の請求の補助業務を、次の民間事業者に委託

して処理しております。 

委託先名称 何々  電話番号 999-999-9999 

請求内容に関する個別のお問い合わせについては、上記の外部委託先が受け付けております。 

※ 外部委託先にご連絡いただく際は、電話番号におかけいただき、「○○につないでほし

い」旨をお伝えください。担当者が対応いたします。 

また、外部委託先への連絡が難しい場合には、札幌市の担当部署あてにお電話いただいて

も構いません。 

ご連絡内容ごとの対応窓口 

・請求内容の文字の確認 

・請求に当たって参照した戸籍の内容の確認 

（○○の文字は○○で良いか？など） 

・その他個別の請求内容に関するご連絡 

↓ 

札幌市の委託を受けた事業者が対応します。 

TEL999-999-9999 

公用請求書の表紙（公印表示面）に記載のある事

項に関するお問い合わせ 

（請求の事由の詳細など） 

 

↓ 

札幌市の担当部署である 

「財政局管財部管財課」が対応します。 

TEL011-211-2222 

※それぞれ異なる窓口にお電話いただいた場合、担当窓口に引き継ぐなどして対応します。 

４ 請求内容以外にも関連戸籍を交付いただける場合について 

今回の請求は、請求内容の表に記載されている被相続人について、法定相続人を調査すること

を目的としております。 

請求内容の戸籍以外にも、貴庁に関連の戸籍があり、今回の請求内容でその戸籍についても交

付することができる場合には、交付可能なすべての戸籍を交付いただけますと、大変助かりま

す。 

なお、上記のとおり対応いただける場合にも、ご対応いただけない場合（請求内容以外の戸籍

は交付できない場合）にも、特段のご連絡をいただく必要はございません。 

なお、貴庁の事務処理上、交付するために確認が必要な場合は、上記３の外部委託先（TEL999-

999-9999）にお電話いただけますと幸いです。 

※例えば、「請求があった戸籍について、この戸籍以外にも関連の戸籍があるが、その戸籍も必

要か？」というようなご連絡については、例外なく「必要なので交付いただきたい」とお答

えしております。 

５ 交付までの日数について 

お忙しいところ大変恐縮ですが、到着後１週間をめどにご返送いただけると幸いです。 

（あくまで本市希望ですので、１週間以上を要する場合にご連絡をいただく必要はございません。） 



S35.08.20養子縁組

１　出生日、死亡日、被相続人から見た続柄、氏名を記載する。

２　婚姻関係は二重線、それ以外の関係は単線で記載する。

３　被相続人は太枠、生存している親族は細枠、死亡している親族は破線枠で囲む。

S32.07.18出生

被相続人　札幌　太郎　相続関係説明図

本籍 北海道札幌市中央区北一条西二丁目１番地

住所 札幌市中央区北１条西１丁目１番１－１０１号

H17.03.30死亡 長女　豊平　礼子

H11.07.09死亡

元妻　札幌　良子

S11.09.23出生

H18.07.10死亡 S58.01.20出生

養父　札幌　吉蔵 長男　札幌　和吉

S35.07.18出生

H30.12.05死亡

被相続人　札幌　太郎

S10.04.18出生 S59.10.30出生

養母　札幌　ツネ

S36.02.22出生

妻　札幌　花子

S60.02.03出生

S13.01.02出生 H30.11.12死亡

H21.05.17死亡 二男　札幌　一郎

父　石狩　弘義
2P

S36.12.18出生 S63.12.24出生

弟　石狩　次郎 子の妻　札幌　美紀

S11.06.25出生

H17.03.12死亡

母　石狩　松子

- 1 -
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被相続人　札幌　太郎　相続関係説明図

本籍 北海道札幌市中央区北一条西二丁目１番地

住所 札幌市中央区北１条西１丁目１番１－１０１号

H30.01.15出生

孫　札幌　弘太

1P
H29.08.29出生

孫　札幌　桜子

- 2 -
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進捗管理シート

報告日
第 1 週

各作業工程の完了状況（被相続人ごと）
被相続人数 現在の進捗

0工程完了 1012 0.00%
1工程完了 0 前週の進捗
2工程完了 0 0.00%
3工程完了 0 前週比
4工程完了 0 0.00%

総計 1012

請求件数及び業務従事者の延べ作業時間
請求簿
入力数

作業時間
0.00(h）

第１週
第２週
第３週
第４週
第５週
第６週
第７週
第８週
第９週

第１０週
第１１週
第１２週
第１３週
第１４週
第１５週
第１６週
第１７週
第１８週

総計 0 0

備考（必要に応じ、作業状況の補足や今後の業務見通しを記載）

※毎週、受託者から委託者に提出
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財政局管財部管財課（債権管理担当） 
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第１ 相続人の調査に必要な基本的知識 

相続は、死亡した者の権利（財産）や義務（負債）を特定の者（相続人）に受け

継がせる制度である。 

相続人の範囲は、民法（明治29年法律第89号）で定められている。 

この資料では、まず相続制度の理解のために必要な基本的知識を解説し（第１）

、次いで、相続人の範囲のルールを示し（第２）、最後に、戸籍謄本等の記載から

相続人を特定する作業手順を示す（第３及び４）。 

本項では、相続制度の解説に用いる用語およびその意味を以下に示す。 

１ 被相続人と相続人 

被
ひ

相続人
そうぞくにん

とは、死亡した者をいう。 

相続人とは、被相続人の権利義務を相続する者をいう。 

２ 相続の開始時点 

相続は、被相続人が死亡した時に開始する。以下、被相続人が死亡した時のこと

を「相続開始時」といい、相続開始時より前の時点を「相続開始前」という。 

３ 直系尊属と直系卑属 

直系
ちょっけい

とは、被相続人と血縁関係が直上直下にある者をいう。 

尊属
そんぞく

とは、被相続人の祖先にあたる者をいう。 

卑属
ひぞ く

とは、被相続人の子孫にあたる者をいう。 

例えば、被相続人にとって、父母、祖父母、曽祖父母…と祖先に続く関係が、直

系尊属である。また、被相続人にとって、子、孫、曾孫…と子孫に続く関係が、直

系卑属である。 

 

本人 

子 

父母 直系尊属 

直系卑属 

…

…
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４ 親等 

親等
しんとう

とは、親族関係の遠近を示す尺度である。被相続人から見て、その親族に至

るまでの世数を数える。 

例えば、被相続人にとって父母は１世代上の祖先であるので、１親等の親族であ

る。また、孫は２世代下の子孫であるので、２親等の親族である。 

親等の数が小さいほど親族関係が近く、大きいほど親族関係が遠い。 

 

５ 養子縁組 

養子
よう し

縁組
えんぐみ

とは、ある人とある人との間に親子関係を生じさせる手続である。子に

なる者を、養子
よう し

といい、親になる者を養
よう

親
しん

という。 

  養子縁組の効果 

養子縁組を行うと、その日から、「養子」と「養親及びその血族」との間に親

族関係が生じる。なお、養子縁組を行って新たに養親等との親族関係が生じても

、その養子の実親等との親族関係は、消滅しない。 

具体例として、養子縁組をした日から、養子にとって養親は親となり、その養

親の親は祖父母となる。養子にとっては、実親等との親族関係に加えて、養親等

との親族関係が発生することとなる。 

  

本人 

子 

父母 

孫 

１親等 

１親等 

２親等 

近 

遠 
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  養親から見た養子縁組の効果に関する留意点 

養親には、養子の血族との間の親族関係は生じないので、注意を要する。 

具体的には、養子に養子縁組をする前に生まれた子が居たとしても、養親とそ

の養子の子の間には、親族関係は生じず、祖父母と孫の関係になることはない。 

 

６ 特別養子縁組 

特別養子縁組は、「養子」と「養親及びその血族」との間に親族関係を生じさせ

るという養子縁組の効果に加えて、養子とその実親等との親族関係を消滅させる効

果がある手続である。 

特別養子縁組をした日から、養子にとって養親は親となり、その養親の親は祖父

母となる。それと同時に、「養子」と「実親及びその血族」との間の親族関係が消

滅する。 

上記の実親等の間の親族関係の消滅の効果以外は、養子縁組と同じである。 

養親 

養子 

（本人） 

養子から見たときの親族関係 

実親 

養子にとっては、 

実親と養親の両方が親となる。

養親 

（本人） 

養子 

養親から見たときの親族関係 

実親

実親や養子縁組前に 

生まれた養子の子との間に

親族関係は生じない 

養子縁組前に生まれた子 
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７ 子（実子と養子） 

子は、ある人とその配偶者との間に生まれた実子と、前掲した養子縁組及び特別

養子縁組などの法律行為によって子となる養子とに分けられる。 

相続においては、実子と養子を総称して「子」という。 

８ 兄弟姉妹（異父母兄弟姉妹） 

兄弟姉妹には、父母をともに同じくする兄弟姉妹と、父母の一方が異なる兄弟姉

妹（異父母兄弟姉妹）とがある。 

異父母の例としては、本人の出生後に両親が離婚し、その後に母と第三者との間

に子が生まれたとき、本人とその母と第三者との間の子の関係は、異母兄弟姉妹で

ある。 

相続においては、異父母関係であるか否かにかかわらず、「兄弟姉妹」という。 

  

養親 

養子 

（本人） 

特別養子縁組 

実親

実親等との親族関係が消滅
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第２ 相続人の範囲 

相続開始時に次の親族関係にある者が相続人となる。 

１ 被相続人の配偶者 

被相続人の配偶者は、常に相続人となる。また、被相続人に以下の２～４に掲げ

る者がいるときは、その者と配偶者は、ともに相続人となる。 

２ 被相続人の子及びその代襲相続人（以下「第一順位相続人」という。） 

被相続人に子がいるときは、その子は相続人となる。 

子が相続開始前に死亡しているときに、その者の子（被相続人から見た続柄は孫

）がいるときは、その者が相続人となる。これを代襲
だいしゅう

相続といい、この場合の被

相続人の子の子を、代襲相続人という。 

子の子の子（ひ孫）以降の直系卑属にも同様に代襲相続が生じる。 

３ 被相続人の直系尊属（以下「第二順位相続人」という。） 

第一順位相続人が存在しないときは、直系尊属のうち、被相続人と親等の近い者

が相続人となる。例えば、被相続人に子がおらず、父母がともに相続開始前に死亡

しており、祖父母と曽祖父母が相続開始時に存命の場合は、被相続人とより親等の

近い祖父母が相続人となる。 

４ 被相続人の兄弟姉妹（以下「第三順位相続人」という。） 

第一順位相続人と第二順位相続人がともに存在しないときは、被相続人の兄弟姉

妹が相続人となる。 

なお、兄弟姉妹が相続開始前に死亡しているときは、その者の子（被相続人から

見た続柄は甥姪）が相続人となり、第一順位相続人と同様に代襲相続が生じる。 

ただし、第一順位相続人の代襲相続とは異なり、兄弟姉妹の子の子（姪孫）以降

には代襲相続が生じないので、注意を要する。 

５ 「先順位相続人が存在しない」の定義 

第二、第三順位の相続人は、先順位相続人が存在しないときに相続人となるが、

「先順位相続人が存在しない」とは、①先順位相続人が、相続開始前に全員死亡し

ており代襲相続人もいない場合のほか、②相続を放棄した場合も含まれる。 

ただし、本業務においては、①のみを「存在しない場合」として扱う。 
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被相続人 配偶者 

子 子 

孫以降 

父母

祖父母以降

兄弟姉妹 

甥姪 

※常に相続人となる

※父母が既に死亡している場合

※子が既に死亡している場合に代襲する

※兄弟姉妹が既に死亡している場合に代襲する 

第二順位相続人 

第一順位相続人 

第三順位相続人 

相続の範囲 

配偶者は、常に相続人となる。 

第一順位相続人は、子。ただし、相続開始前にその子が死亡している場合には 

その子の子（孫）がその子に代わって相続する。（代襲相続）子の子の子以降も、同様である。 

第二順位相続人は、直系尊属（父母）。第一順位相続人がいない場合のみ相続人となる。 

父母の両方が相続開始前に死亡している場合は、祖父母が相続人となる。 

祖父母以降についても同様で、親等が近い順序で相続人となる。 

第三順位相続人は、兄弟姉妹。第一及び第二順位相続人がいない場合に相続人となる。 

兄弟姉妹が相続開始前に死亡している場合は、その兄弟姉妹の子（甥姪）がその兄弟姉妹に 

代わって相続する。（代襲相続） ただし、第一順位相続人の代襲相続とは異なり、代襲相続人である甥姪が

相続開始前に死亡していた場合でも、甥姪の子以降が代襲相続することはない。 
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第３ 相続人特定に利用する証明書の種類 

住民票、戸籍、除籍、改製原戸籍及び附票には、出生、死亡、養子縁組、特別養

子縁組、婚姻など、親族間の身分関係の異動や住所の異動が記載されており、これ

らを読み解くことによって、前掲した相続人を特定することができる。これらの資

料の種類や記載事項を示す。 

１ 住民票の除票及び戸籍の附票 

  住民票の除票 

住民票の除票には、死亡した者の住所、氏名、生年月日、性別、世帯主の氏名

、世帯主との続柄、住所を定めた日、住所の届出日、その市区町村に住み始めた

日、本籍、筆頭者、前住所、死亡日時が記載される。 

書式は、住民票を発行する市区町村によって異なる。（札幌市の様式は別紙3-

01のとおり） 

  戸籍の附票 

戸籍の附票には、その戸籍に属する個人の住所の異動状況が記載される。 

書式は別紙3-02のとおり。 

２ 戸籍に関する証明書 

戸籍に関する証明書としては、戸籍の全部事項証明書、戸籍謄本、除籍の全部事

項証明書、除籍謄本、改製原戸籍謄本がある。 

また、戸籍には、法令の改正により複数の様式が存在するため、戸籍に関する証

明書を読み解くためには、それぞれの様式と記載内容について理解する必要がある

。 

  戸籍に関する基本的知識 

ア 戸籍とは 

戸籍は、本籍と筆頭者を一単位として、その戸籍に属する個人の身分関係が

記録される書類である。 

イ 戸籍の編製
へんせい

 

現行の法令において戸籍は、夫婦及び夫婦と氏を同じくする子をひとつの単

位として編製することとなっているため、子が婚姻したときや、夫婦が離婚し

たときには、原則として新たに戸籍が作られる。これを、戸籍の編製という。 
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戸籍が編製されると、その戸籍に属する者が以前属していた戸籍に、「その

者が新たな戸籍の編製により戸籍から除かれた」旨が記載され、編製された戸

籍に、以前の戸籍に記載されていたその者に関する情報が転記される。 

なお、ある者が現在属している戸籍の前に属していた戸籍（今回の場合は、

婚姻前に属していた戸籍）のことを、従前
じゅうぜん

戸籍
こせ き

という。 

 

ウ 消除
しょうじょ

 

戸籍に記載されている者全員が除かれた場合、その戸籍は、除籍（前掲した

除籍とは意味が異なるため注意すること）と呼ばれる。 

全員が除かれ、戸籍が除籍となることを、消除という。除籍は、一定期間（

現行法令では150年）保管されたのちに廃棄される。 

エ 転籍
てんせき

・分
ぶん

籍
せき

 

戸籍編製時に定めた本籍は、届出により変更することができる。これを、転

籍といい、変更後の本籍を転籍地という。他の市区町村を転籍地とする届出が

されたときは、転籍地に新たに戸籍が編製され、従前戸籍は消除される。同じ

市区町村内を転籍地とする届出があったときは、その旨が戸籍に表示される。 

本業務では、他の市区町村に転籍することを「管外
かんがい

転籍」といい、同一市区

町村内に転籍することを「管内
かんない

転籍」という。 

戸籍が編製されるときのイメージ 

従前戸籍Ａ 新戸籍Ｂ

１ 戸籍 太郎（本人） 

２ 戸籍 花子（妻） 

３ 戸籍 次郎（子） 

１ 戸籍 次郎（本人）

 

 

 

２ 戸籍 良子（妻） 

理由：婚姻により除籍 

   Ｂに新戸籍編製 

理由：婚姻により新戸籍編製

従前戸籍：Ａ戸籍 



相続関係調査に係る戸籍謄本等請求補助業務 相続人の調査方法 

- 9 - 

 

また、戸籍に属している20歳以上の未婚者は、届出によりその戸籍から離脱

することができる。これを、分籍という。分籍の届出がされたときは、新たに

分籍先の戸籍が編製され、分籍をした者が従前戸籍から除籍される。 

オ 改製
かいせい

 

戸籍の書式は、法令によって定められているが、法令の改正により、書式が

変更されることがある。法令改正により書式が変更されると、旧書式に記録さ

れていた情報が、新書式に転記される。これを、改製という。 

改製がなされた場合の、旧書式の戸籍を、改製
かいせい

原戸籍
げんこせき

という。（現在の戸籍

を示す現戸籍
げんこせき

との混同を避けるため、「かいせいはらこせき」と呼ぶことが多

い。） 

改製原戸籍も、除籍と同様に一定期間保管されたのちに廃棄される。 

カ 除籍
じょせき

 

戸籍に属している個人が、その戸籍から除かれることを、除籍という。前掲

した、その個人が別の戸籍に転記される場合のほか、死亡した場合も除籍され

る。除籍された場合は、戸籍に除籍された旨及び除籍の理由が記載される。 

除籍された者に関する記載は、その戸籍が転籍や改製によって消除され、新

たな戸籍が編製されても、転記されない。 

  

① 他市区町村に転籍（管外転籍） 転籍地にあらたに戸籍が編製される。

② 同一市区町村に転籍（管内転籍） その戸籍に転籍した旨が記載される。

従前戸籍 新戸籍 

（現戸籍） 

※転籍した旨

が記載される 
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キ 謄本
とうほん

と全部事項証明書 

戸籍に関する証明書には、謄本と全部事項証明書とがある。いずれの証明書

も証明される情報は同じである。 

戸籍に関する事務は、紙に記録等を行う方法と、電子データに記録等を行う

方法とがあり、紙の記録を複写して証明したものを、謄本といい、電子データ

の記録を証明したものを全部事項証明書という。 

３ 戸籍の様式の種類①（平成６、昭和23年式戸籍） 

  平成６年式戸籍 

平成６年の法令改正により、戸籍は電子データで記録できるようになり、現在

はほとんどの市町村が電子データで情報を記録している。平成６年式戸籍は、電

子データで記録された戸籍の情報を証明する際の書式である。 

別紙3-03の書式を参照しながら、平成６年式戸籍の記載事項について解説する

。 

ア 本籍及び筆頭者欄（Ａ欄） 

本籍及び筆頭者が記載される。本籍及び筆頭者は、その戸籍を特定するため

に用いる。 

例えば、別紙3-03の証明書は「本籍が東京都千代田区平河町一丁目10番地、

筆頭者が甲野義太郎の、戸籍の全部事項証明書」と表すこととなる。 

イ 戸籍事項欄（Ｂ欄） 

編製、転籍、消除、改製の日及びその事由が記載される。 

別紙3-03では「平成４年１月10日に編製され、平成５年３月６日に、東京都

千代田区平河町一丁目４番地から現在の本籍地に管内転籍したこと」が分かる

。 

ウ 個人事項欄（Ｃ欄） 

戸籍に記録されている者（戸籍に属している者）の個人について、 

基本事項として名、生年月日、配偶者区分、父母の氏名、続柄が表示され、

その下に身分事項として出生、婚姻、養子縁組、認知などの届出の内容が表示

される。また、死亡や婚姻により除籍された者は、この個人事項欄に除籍と表

示される。 
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別紙3-03の義太郎に関する個人事項欄を見ると、身分事項として①昭和40年

６月21日に出生し、②平成４年１月10日に乙野梅子と婚姻したことにより、従

前戸籍である東京都千代田区平河町一丁目４番地 甲野幸雄の戸籍から入籍し

、③平成33年１月17日に妻と共同で乙川英助と養子縁組し、④平成35年１月７

日に、戸籍が千葉市中央区千葉港５番地 丙山竹子である丙山信夫を子として

認知したことがわかる。 

また、２ページ目、啓太郎に関する個人事項欄を見ると、除籍の表示があり

、身分事項欄を見ると、平成33年３月６日に丙野松子と婚姻し、横浜市中区昭

和町１８番地に夫の氏で新戸籍を編製したため除籍されたことが分かる。 

つまり、啓太郎の新しい戸籍は、本籍地：横浜市中区昭和町１８番地、筆頭

者：甲野啓太郎である。 

エ 欄外の表示事項 

戸籍が消除されたときは、本籍及び筆頭者欄の左上の欄外に、除籍と表示さ

れる。 

また、証明書の右上の欄外には、証明書の種類（全部事項証明書の表示）が

され、その左側には、証明書全体の頁数と、その頁の番号が表示される。 

  昭和23年式戸籍 

平成６年式戸籍の前に使われていた紙の戸籍の書式である。（なお、電子デー

タによる記録を行わず紙で戸籍を記録している市区町村においては、現在も使用

されている。）法令改正により書式が定められた年にちなんで、昭和23年式戸籍

という。 

別紙3-04を参照しながら記載事項について解説する。（記載内容は別紙3-03と

同じ） 

ア 本籍及び筆頭者欄（Ａ欄） 

本籍及び筆頭者が記載される。 

イ 戸籍事項欄（Ｂ欄） 

編製、転籍、消除、改製の日及びその事由が記載される。 

ウ 個人事項欄（Ｃ欄） 

戸籍に記録されている者（戸籍に属している者）の個人について、欄の下側

に基本事項として名、生年月日、配偶者区分、父母の氏名、続柄が表示され、



相続関係調査に係る戸籍謄本等請求補助業務 相続人の調査方法 

- 12 - 

欄の上側に身分事項として出生、婚姻、養子縁組、認知などの届出の内容が表

示される。 

また、死亡や婚姻により除籍された者は、個人事項欄の名前の枠に×が表示

される。 

エ 欄外の記載事項 

戸籍が消除された場合は、本籍及び筆頭者欄の右上欄外に除籍の表示がされ

る。 

戸籍が改製された場合は、本籍及び筆頭者欄の右上欄外に、改製原戸籍の表

示がされ、その下に「平成六年法務省令第五一号附則第二条第一項による改製

につき平成○年○月○日消除」と表示される。これは、平成６年式戸籍の書式

に戸籍が改製され、平成○年○月○日に戸籍が消除された。という意味である

。 

戸籍の頁番号は、戸籍の右下の欄外に表示される。 

オ 注意点 

平成６年式戸籍との主な相違点として、次のような点がある。 

① 縦書きで、文体表記であること。 

② 数字の標記 

一→壱、二→弐、三→参、十→拾 と標記される。このような数字表記を

「大字
だい じ

」という。 

③ 手書きで作成されている。 

平成６年式戸籍以外の戸籍の書式は、紙で記録された戸籍の内容を複写証

明している関係上、まれに文字の判読が難しい場合がある。 

４ 昭和23年式戸籍より前に使われていた戸籍についての制度上の注意 

昭和23年式の前に使われていた書式としては、大正４年式戸籍、明治31年式戸籍

、明治19年式戸籍の３種類がある。これらの戸籍は、上記３の昭和23年式以降の戸

籍とは異なり「家制度」と呼ばれる旧民法の考え方に基づいて記録されているため

、注意が必要である。 

本項では、大正４年式戸籍以前の戸籍について特に注意すべき点を記載する。 
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  家制度 

上記２の のとおり、現在の戸籍は夫婦及び夫婦と氏を同じくする子をひとつ

の単位として編製することとなっているが、大正４年式以前の戸籍は、家と呼ば

れる家族について、後掲する戸主という代表者の代ごとに記録が行われている。 

このため、家に属する者であれば、３世代以上の複数の家族が記録されること

もある。（例えば、孫や甥姪が戸籍に記載されていることもある。） 

  戸主と家督 

戸主
こし ゅ

は、家の代表者である。戸主の地位は、家督
かと く

相続
そうぞく

という手続により引継が

れ、ひとつの戸籍には、転籍しない限りは、家督相続によりある者が戸主となっ

てから、次の戸主に引継がれるまでの期間の情報が記録される。 

  分家 

家に属する者が、その家を離れて新たに家を創設することを、分家
ぶん け

という。分

家が行われるとその者は除籍され、新たにその者を戸主とする戸籍が編製される

。 

  数字（大字）の表記 

数字（大字）について、より古い字体が用いられている場合があるため、下表

のとおり読み替える必要がある。 

数字 大字 

０ 零、○ 

１ 壱、壹 

２ 弐、貳 

３ 参、參 

４ 肆 

５ 伍 

６ 陸 

７ 漆 

８ 捌 

９ 玖 

１０ 拾 
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２０ 廿 

３０ 卅、丗 

１００ 佰 陌 

 

５ 戸籍の様式の種類②（大正４、明治31、明治19年式戸籍） 

  大正４年式戸籍 

別紙3-05を参照して解説する。 

ア 本籍、前戸主欄（Ａ欄） 

本籍地と前戸主の氏名が記載される。 

昭和23年式戸籍において筆頭者が表示されていた位置には、筆頭者にあたる

戸主ではなく、前戸主が表示されているため、注意すること。 

イ 戸主欄（Ｂ欄） 

欄の下側に、戸主の基本事項として、前戸主との続柄、父母の氏名、戸主の

氏名、出生日が記載される。 

また、欄の上側に、戸籍全体に関する事項（昭和23年式戸籍でいう戸籍事項

）と、戸主の身分事項が記載される。 

ウ その他親族欄（Ｃ欄） 

欄の下側に、親族の基本事項として、戸主から見た続柄、父母の氏名、父母

から見た続柄、親族の名、出生日が記載される。 

また、欄の上側に、親族の身分事項が記載される。 

（注意すべき事項①） 

戸主以外の者が婚姻した場合も、分家などの事由がない限りは夫婦やその子

も含めてひとつの戸籍に記載される。 

（注意すべき事項②） 

大正４年式戸籍は、昭和23年式戸籍への改製が法令により定められてからも

、長期間、改製が進まない状況にあった。このため、大正４年式戸籍をそのま

ま使用し続けるが、その戸籍に改製した旨を記録することにより昭和23年式戸

籍に改製したものとみなす「みなし改製」という手続が行われているものがあ

る。 
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みなし改製は、戸主欄に「昭和参拾弐年法務省令第二十七号により何年何月

何日本戸籍改製」と記録することにより行われる。 

一方で、実際に昭和23年式戸籍に書き換えて改製した場合は「昭和参拾弐年

法務省令第二十七号により何年何月何日あらたに戸籍を編製したため本戸籍消

除」と記録される。 

いずれも改製の記録であるが、みなし改製は実際には戸籍の書き換えが行わ

れていないため、注意を要する。 

  明治31年式戸籍 

大正４年式戸籍の前の書式である。別紙3-06を参照しながら解説する。 

書式自体は、大正４年式戸籍とおおむね変わらない。 

ア 本籍地、前戸主欄（Ａ欄） 

本籍地と前戸主の氏名が記載される。 

イ 戸主欄（Ｂ欄） 

欄の下側に、戸主の基本事項として、前戸主との続柄、父母の氏名、戸主の

氏名、出生日、戸主となった原因及びその日付が記載される。 

また、欄の上側に、戸籍全体に関する事項（昭和23年式戸籍でいう戸籍事項

）と、戸主の身分事項が記載される。 

ウ その他親族欄（Ｃ欄） 

欄の下側に、親族の基本事項として、戸主から見た続柄、父母の氏名、父母

から見た続柄、親族の名、出生日が記載される。 

また、欄の上側に、親族の身分事項が記載される。 

  明治19年式戸籍 

明治31年式戸籍の前の書式であり、現在取得できる最も古い書式の戸籍である

。別紙3-07を参照しながら解説する。 

ア 本籍、前戸主欄（Ａ欄） 

本籍地と前戸主の氏名が記載される。明治31年式戸籍以降にあるような「本

籍地」「前戸主」などの表題はない。 

前戸主欄には、前戸主の氏名と、戸主から見た続柄が記載される。 

イ 戸主欄（Ｂ欄） 
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欄の下側に、戸主の基本事項として、父の氏名、父から見た続柄、戸主の氏

名、出生日が記載される。 

また、欄の上側に、戸籍全体に関する事項と、戸主の身分事項が記載される

。 

ウ その他親族欄（Ｃ欄） 

戸主欄と同様に記載されるが、戸主欄において「戸主」と表示されている部

分には、戸主から見た続柄が記載される。 

エ 注意すべき事項 

明治19年式戸籍は、記載のルールがあいまいであったため、戸籍が編製され

た日やその原因が記載されていないことがある。 

第４ 相続人の特定のための調査手順 

１ 作業の概要 

相続人となりうる者は、上記第２のとおり、①配偶者、②子及び子の直系卑属、

③直系尊属並びに④兄弟姉妹及びその子である。 

これらの者が存在するか否か、存在している場合は、相続開始時に生存している

か否かを、戸籍謄本等を取得することにより漏れなく確認する必要がある。 

具体的には、次のような作業を行う。 

  被相続人の出生から死亡までの連続した戸籍謄本等の取得 

この作業により、被相続人が出生してから死亡するまでの期間に生まれた子及

び縁組した養子を漏れなく把握できる。

 

   から子の現戸籍までの連続した戸籍謄本等の取得 

この作業により、相続開始時に子が生存しているか否かが分かる。 

被相続人

の出生 

戸籍① 

被相続人婚姻 

 

子Ａ出生、そ

の後婚姻によ

り除籍 

子Ｂ出生、そ

の後婚姻に

より除籍 

戸籍② 戸籍 

被相続人 

死亡 

戸籍④

転籍 改製 転籍
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   で判明した子が相続開始前に死亡している場合 

その子の出生から死亡までの連続した戸籍謄本等を取得し、その戸籍謄本等か

ら、子に生まれた子（孫）の現戸籍までの連続した戸籍謄本等を取得する。（孫

以降も同様である。） 

この作業により、子の代襲相続人を漏れなく把握できる。 

  被相続人の父母の出生から現戸籍までの連続した戸籍謄本等の取得 

この作業により、被相続人の父母（養父母含む）を漏れなく把握することがで

きる。また、父母の子（兄弟姉妹）を漏れなく把握することができる。 

   で判明した父母全員が相続開始前に死亡している場合 

 から祖父母の現戸籍までの連続した戸籍謄本等を取得する。 

この作業により第二順位相続人の存否が判明する。 

なお、第二順位相続人は、直系尊属であるため、祖父母が相続開始前に死亡し

ている場合は、理論上曽祖父母以降について調査すべきであるが、本業務におい

ては、祖父母がともに相続開始前に死亡している時点で、曽祖父母も死亡してい

るものとみなす。 

   から兄弟姉妹の現戸籍までの連続した戸籍謄本等の取得 

この作業により、兄弟姉妹が生存しているか否かが分かる。 

   で兄弟姉妹に相続開始前に死亡している者がいる場合 

その兄弟姉妹の出生から死亡までの連続した戸籍謄本等を取得し、その戸籍謄

本等から、兄弟姉妹に生まれた子（甥姪）の現戸籍までの連続した戸籍謄本等を

取得する。この作業により、兄弟姉妹の代襲相続人が判明する。 

２ 連続した戸籍謄本等の取得の方法（戸籍の読み方） 

交付された戸籍について、①編製日、②連続した戸籍を取得する必要がある者（

以下、「対象者」）がその戸籍に入籍した日、③対象者が除籍されているときは、除

籍日、④戸籍の消除日の４点を①～④の順序で把握する。 

上記の確認により、交付された戸籍が、対象者のいつからいつまでの期間の状況

を示すものかが判明し、次に取得すべき戸籍を確認することができる。 
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※連続性を確認しながら戸籍を調査する手法として、次のように証明書が記録す

る期間を示す表を作成する方法がある。 

連続した戸籍を取得する者：札幌 一郎 

No 本籍地の住所 自 ①又は②の遅い日 ①、②の事由 

筆頭者の氏名 至 ③又は④の早い日 ③、④の事由 

１ 北海道札幌市Ｂ番地 自 S20.01.01 出生 

札幌 太郎 至 S24.05.10 
改製 

２ 北海道札幌市Ｂ番地 自 S24.05.10 

札幌 太郎 至 S45.11.16 
婚姻 

３ 北海道札幌市Ｙ番地 自 S45.11.16 

札幌 一郎 至 H07.07.08 
改製 

４ 北海道札幌市Ｙ番地 自 H07.07.08 

札幌 一郎 至 H30.12.23 死亡 

 

  平成６年式戸籍の確認方法 

別紙3-03を参照し、甲野義太郎を対象者とし、出生までの戸籍謄本等を取得す

る場合の確認方法について解説する。 

ア 編製日 

戸籍事項欄から、平成４年１月10日に編製されていることを確認する。 

イ 入籍日 

対象者の個人事項欄から、身分事項の出生により昭和40年６月21日に出生し

、同月25日に届出がなされたことを確認する。これにより、この戸籍は、義太

郎の出生時の戸籍ではないことが分かる。 

次いで、身分事項の婚姻を参照し、平成４年１月10日に婚姻し、従前戸籍で

ある東京都千代田区平河町一丁目４番地 甲野幸雄の戸籍から入籍したことを

確認する。これにより、この戸籍は、対象者が婚姻したことにより平成４年１

月10日に編製されたことが分かる。 
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ウ 除籍日 

対象者の個人事項欄には、除籍の記載がないことを確認する。これにより義

太郎が除籍されていないことが分かる。 

エ 消除日 

証明書の欄外、本籍及び筆頭者の左上に、除籍の記載がないことを確認する

。 

これにより、この戸籍が消除されていないことが分かる。 

また、上記ウの確認結果と合わせると、この戸籍は、対象者の現戸籍である

ことが分かる。 

オ 請求すべき戸籍 

上記イのとおり、本戸籍は、対象者が平成４年１月10日に婚姻したことによ

り編製されている。対象者の婚姻前の戸籍は、対象者の個人事項欄の身分事項

の婚姻の欄から確認できる。 

つまり、請求すべき義太郎の従前戸籍は、 

東京都千代田区平河町一丁目４番地 甲野幸雄 

である。 

  昭和23年式戸籍の確認方法 

別紙3-04を参照し、甲野みちを対象者とし、出生から現戸籍までの戸籍謄本等

を取得する場合の確認方法について解説する。 

ア 編製日 

戸籍事項欄を参照し、平成４年１月10日に編製されていることを確認する。 

イ 入籍日 

対象者の個人事項欄（２ページ）を参照し、対象者が平成９年７月９日に出

生し、同月13日に届出により入籍したことを確認する。これにより、対象者は

この戸籍が編製された後に出生し、入籍していることが分かる。 

つまり、対象者はこの戸籍が出生時の戸籍である。 

次いで、対象者の個人事項欄（３ページ）を参照し、出生に関する記録の次

に、平成33年７月５日に夫と協議離婚し、同月７日に横浜市中区本町一丁目八

番地 乙原信吉戸籍から入籍したことを確認する。これにより、対象者は、こ
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の戸籍で出生した後、一度、乙原信吉の戸籍に入籍し、その後離婚によって再

度この戸籍に入籍していることが分かる。 

ウ 除籍日 

対象者の個人事項欄（２ページ）を参照し、対象者の名の欄に×が記されて

いることを確認する。 

また、その上の身分事項の記録を参照し、平成28年10月３日に乙原信吉と婚

姻し、東京地千代田区平河町一丁目八番地 乙原信吉の戸籍に入籍したことに

より除籍されたことを確認する。 

つまり、対象者は、出生後、婚姻により除籍されている。 

次いで、対象者の個人事項欄（３ページ）を参照し、対象者の名の欄に×が

記されていることを確認する。 

また、協議離婚届出の次に、平成33年８月２日に分籍により東京都中央区日

本橋室町一丁目一番地に新戸籍を編製し、除籍されていることを確認する。 

つまり、対象者は、一度、婚姻により除籍された後、離婚により入籍し、分

籍により再度除籍されていることが分かる。 

エ 消除日 

本籍及び筆頭者欄の右上に除籍の記載がないことを確認する。 

つまり、この戸籍は、消除されていない。 

オ 請求すべき戸籍 

対象者は、この戸籍で出生しており、婚姻により除籍し、離婚により再度入

籍し、分籍により再度除籍している。 

このため、請求すべき戸籍は、 

①婚姻時に編製した戸籍：東京地千代田区平河町一丁目八番地 乙原信吉 

②離婚入籍時の従前戸籍：横浜市中区本町一丁目八番地 乙原信吉 

③分籍時に編製した戸籍：東京都中央区日本橋室町一丁目一番地 甲野みち 

の３つである。 
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  大正４年式戸籍の確認方法 

別紙3-05を参照し、甲野義太郎を対象者とし、出生から現戸籍までの戸籍謄本

等を取得する場合の確認方法について解説する。 

ア 編製日 

戸主欄の記載内容を全て確認し、戸籍事項（a）と戸主の個人事項（b）とに

分ける。 

a1 大正10年に前戸主の死亡により義太郎が戸主となった。 

b1 丙野花子と大正12年に婚姻した。 

a2 昭和８年に北海道札幌市～壱番地に転籍した。 

a3 昭和33年法務省令第27号による昭和33年４月１日の改製 

a4 昭和33年法務省令第27号による昭和37年５月１日の改製による消除 

 

このとき、もっとも日付が新しい編製理由であるa2の転籍に着目するが、本

籍及び前戸主欄を見ると、転籍前の本籍は北海道札幌市～九番地であり、管内

転籍であるため、a2は編製日ではない。 

a1により、大正10年６月１日に父の死亡により家督相続があり、義太郎が戸

主となったことにより編製された戸籍であることが分かる。 

イ 入籍日 

義太郎は、上記アのとおり、家督相続によりこの戸籍が編製されたことによ

り入籍している。 

ウ 除籍日 

戸主欄に、義太郎の死亡に関する記載がないことを確認する。 

エ 消除日 

戸主欄のa3に着目すると、昭和33年４月１日に改製が行われていそうである

。 

しかし、この振合いの記載は、上記第３の５ オで解説した「みなし改製」

の記載であり、実際には戸籍が新たに編製されていない。 

a4に着目し、昭和37年５月１日の改正により、この戸籍が消除されているこ

とを確認する。 
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オ 請求すべき戸籍 

義太郎は、転籍前の本籍「北海道札幌市北壱条西弐丁目九番地」において、

父である甲野義雄から家督相続をしたことにより戸籍を編製している。 

また、この戸籍は、昭和37年５月１日に改製されている。 

つまり、請求すべき従前戸籍は 

北海道札幌市北壱条西弐丁目九番地 甲野義雄 

と、改製後の 

北海道札幌市北壱条西弐丁目壱番地 甲野義太郎 

である。（ただし、改製後の戸籍については、本籍及び筆頭者が同一のため

、通常の手順で取得すればこの戸籍と同時に貸与されているはずである。） 

 

  明治31年式戸籍の確認方法 

別紙3-06を参照し、甲野義一郎を対象者とし、出生から現戸籍までの戸籍謄本

等を取得する場合の確認方法について解説する。 

ア 編製日 

戸主欄の左下「戸主となった原因及び日付」の欄から、父義太郎の隠居によ

って明治32年８月に対象者が戸主となったことを確認する。 

次いで、戸主欄の上側の記載事項を確認し、明治36年２月にしろくま縣から

この戸籍に転籍したことを確認する。 

この戸籍は、しろくま縣から転籍したことにより、明治36年２月１日に編製

されている。 

イ 入籍日 

上記アのとおり、対象者は、明治32年に戸主となり、明治36年２月１日に転

籍によりこの戸籍が編製されたことにより入籍している。 

ウ 除籍日 

戸主欄の上側の記載、転籍の次の記載を確認すると、昭和５年１月20日に死

亡していることが分かる。つまり、この戸籍が対象者の死亡時の戸籍である。 

エ 消除日 

戸主欄の上側の、死亡の次の記載を確認すると、昭和５年２月15日に甲野義

雄が家督相続の届出をし、この戸籍が抹消されていることが分かる。 



相続関係調査に係る戸籍謄本等請求補助業務 相続人の調査方法 

- 23 - 

オ 請求すべき戸籍 

この戸籍は、明治36年に転籍により編製されている。また、対象者は、子の

戸籍で死亡している。 

つまり、請求すべき対象者の従前戸籍は、転籍前の戸籍である 

しろくま縣みどり町四拾二番地 甲野義一郎 

である。 

 

  明治19年式戸籍の確認方法 

別紙3-07を参照し、甲野義雄を対象者とし、出生から現戸籍までの戸籍謄本等

を取得する場合の確認方法について解説する。 

ア 編製日 

戸主欄から、明治20年８月１日に相続があり、甲野義一郎が戸主となったこ

とを確認する。 

転籍等の記載がないため、この戸籍は、明治20年８月１日に相続があったこ

とにより編製されたことが分かる。 

イ 入籍日 

対象者の個人事項欄から、万延２年に対象者が生まれたことを確認し、次い

で、個人事項欄上側から、入籍についての記載がないことを確認する。 

対象者は、万延２年に生まれており、少なくとも、明治20年に義一郎が戸主

となる前の、甲野義太郎が戸主であったときから、この家に属していたことが

分かる。 

つまり、義雄は、東京都千代田区平河町三番戸 甲野義太郎の戸籍から、義

太郎から義一郎への家督相続によってこの戸籍が編製されるのに伴って入籍し

ている。 

ウ 除籍日 

対象者の個人事項欄に、死亡の記載がないことを確認する。 

エ 消除日 

戸主欄の上側の２つめの記載から、明治28年４月１日に、戸主が隠居したこ

とを確認する。 
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また、対象者の個人事項欄の上側に、同日に相続した旨の記載があることを

確認する。 

オ 請求すべき戸籍 

本戸籍は、戸主である義一郎が明治20年に家督を相続したことにより編製さ

れており、対象者も、家督相続による編製に伴って入籍している。 

また、本戸籍は、戸主が明治28年に隠居し、対象者が家督相続をしたことに

より、消除されている。 

つまり、請求すべき対象者の戸籍は、 

従前戸籍である 

東京都千代田区平河町３番戸 甲野義太郎 

及び、対象者が新たに戸主となったことにより編製された 

東京都千代田区平河町３番戸 甲野義雄 

である。 

 

（注釈） 

この資料及び関連の別紙様式で示されている被相続人等の名称、本籍地は、すべて仮

名である。 
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（１の１） 附 票 の 全 部 証 明 

氏     名 本     籍 

札幌 太郎 北海道札幌市中央区何々 

附票記録事由欄 平成 何年 何月 何日編製 

名 住    所 住所を定めた日 記録事項欄 

太郎 北海道石狩市何々 平成 何年 何月 何日  

北海道札幌市中央区何々 平成 何年 何月 何日  

花子 北海道石狩市何々 平成 何年 何月 何日  

北海道札幌市中央区何々 平成 何年 何月 何日  

   以下余白

 
この写しは、戸籍の附票の原本と相違ないことを証明する。 

令和 何年 何月 何日 

北海道札幌市中央区長 ○○ ○○  印 
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除   籍 （６の１） 全 部 事 項 証 明 

本   籍 

氏   名 

東京都千代田区平河町一丁目１０番地 

甲野 義太郎 

戸籍事項 

戸籍編製 
転  籍 

 

【編製日】平成４年１月１０日 

【転籍日】平成５年３月６日 

【従前の記録】 

【本籍】東京都千代田区平河町一丁目４番地 

戸籍に記録されている者  

【名】義太郎 

【生年月日】昭和４０年６月２１日  【配偶者区分】夫 

【父】甲野幸雄 

【母】甲野松子 

【続柄】長男 

身分事項 

出  生 

 

【出生日】昭和４０年６月２１日 

【出生地】東京都千代田区 

【届出日】昭和４０年６月２５日 

【届出人】父 

婚  姻 【婚姻日】平成４年１月１０日 

【配偶者氏名】乙野梅子 

【従前戸籍】東京都千代田区平河町一丁目４番地 甲野幸雄 

養子縁組 【縁組日】平成３３年１月１７日 

【共同縁組者】妻 

【養子氏名】乙野英助 

【送付を受けた日】平成３３年１月２０日 

【受理者】大阪市北区長 

認  知 【認知日】平成３５年１月７日 

【認知した子の氏名】丙山信夫 

【認知した子の戸籍】千葉市中央区千葉港５番地 丙山竹子 

戸籍に記録されている者  

【名】梅子 

【生年月日】昭和４１年１月８日  【配偶者区分】妻 

【父】乙野忠治 

【母】乙野春子 

【続柄】長女 

身分事項 

出  生 

 

【出生日】昭和４１年１月８日 

発行番号０００００１ 以下次頁

 

  

Ａ

Ｂ

Ｃ

←除籍の場合に記載 
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 （６の２） 全 部 事 項 証 明 

 【出生地】京都市上京区 

【届出日】昭和４１年１月１０日 

【届出人】父 

婚  姻 【婚姻日】平成４年１月１０日 

【配偶者氏名】甲野義太郎 

【従前戸籍】京都市上京区小山初音町１８番地 乙野梅子 

養子縁組 【縁組日】平成３３年１月１７日 

【共同縁組者】妻 

【養子氏名】乙野英助 

【送付を受けた日】平成３３年１月２０日 

【受理者】大阪市北区長 

戸籍に記録されている者  

【名】啓太郎 

【生年月日】平成４年１１月２日 

【父】甲野義太郎 

【母】乙野梅子 

【続柄】長男 除   籍 

身分事項 

出  生 

 

【出生日】平成４年１１月２日 

【出生地】東京都千代田区 

【届出日】平成４年１１月１０日 

【届出人】父 

推定相続人排除 【推定相続人排除の裁判確定日】平成３２年３月１６日 

【被相続人】父 甲野義太郎 

【届出日】平成３２年３月２０日 

【送付を受けた日】平成３２年３月２３日 

【受理者】大阪市北区長 

婚  姻 【婚姻日】平成３３年３月６日 

【配偶者氏名】丙野松子 

【送付を受けた日】平成３３年３月１０日 

【受理者】横浜市中区長 

【新本籍】横浜市中区昭和町１８番地 

【称する氏】夫の氏 

戸籍に記録されている者  

【名】ゆり 

【生年月日】平成６年２月１５日 

【父】甲野義太郎 

【母】乙野梅子 

【続柄】長女 除   籍 

発行番号０００００１ 以下次頁

 

  



 （６の３） 全 部 事 項 証 明 

身分事項 

出  生 

 

【出生日】平成６年２月１５日 

【出生地】東京都千代田区 

【届出日】平成６年２月１９日 

【届出人】父 

特別養子縁組 【特別養子縁組の裁判確定日】平成１１年１０月７日 

【届出日】平成１１年１０月１２日 

【届出人】養父母 

【送付を受けた日】平成１１年１０月１６日 

【受理者】大阪市北区長 

【新本籍】東京都千代田区平河町一丁目１０番地 

【縁組後の氏】丙山 

特別養子離縁 【特別養子離縁の裁判確定日】平成１８年１２月９日 

【届出日】平成１８年１２月１５日 

【届出人】父母 

【新本籍】大阪市北区老松町二丁目６番地 

【離縁後の氏】甲野 

戸籍に記録されている者  

【名】みち 

【生年月日】平成９年７月９日 

【父】甲野義太郎 

【母】乙野梅子 

【続柄】二女 除   籍 

身分事項 

出  生 

 

【出生日】平成９年７月９日 

【出生地】千葉市中央区 

【届出日】平成９年７月１３日 

【届出人】父 

【送付を受けた日】平成９年７月１５日 

【受理者】千葉市中央区長 

婚  姻 【婚姻日】平成２８年１０月３日 

【配偶者氏名】乙原信吉 

【入籍戸籍】東京都千代田区平河町一丁目８番地 乙原信吉 

戸籍に記録されている者  

【名】英子 

【生年月日】昭和６２年３月１７日 

【父】 

【母】甲野梅子 

【続柄】長女 除   籍 

身分事項  

発行番号０００００１ 以下次頁

 

  



 （６の４） 全 部 事 項 証 明 

出  生 【出生日】昭和６２年３月１７日 

【出生地】横浜市中区 

【届出日】昭和６２年３月１８日 

【届出人】母 

【送付を受けた日】昭和６２年３月２０日 

【受理者】横浜市中区長 

入  籍 【届出日】平成１７年３月２０日 

【入籍事由】母の氏を称する入籍 

【従前戸籍】京都市上京区小山初音町１８番地 乙野梅子 

養子縁組 【縁組日】平成１８年４月１２日 

【養父氏名】乙野忠治 

【養母氏名】乙野春子 

【送付を受けた日】平成１８年４月１６日 

【受理者】京都市上京区長 

【入籍戸籍】京都市上京区小山初音町１８番地 乙野忠治 

戸籍に記録されている者  

【名】芳次郎 

【生年月日】平成１８年１月６日 

【父】甲野義太郎 

【母】甲野梅子 

【続柄】二男 除   籍 

身分事項 

出  生 

 

【出生日】平成１８年１月６日 

【出生地】千葉市中央区 

【届出日】平成１８年１月１７日 

【届出人】母 

【送付を受けた日】平成１８年１月２０日 

【受理者】千葉市中央区長 

死  亡 【死亡日】平成２４年１２月１３日 

【死亡時分】午後８時３０分 

【死亡地】東京都千代田区 

【届出日】平成２４年１２月１５日 

【届出人】親族 甲野義太郎 

戸籍に記録されている者  

【名】英助 

【生年月日】平成２４年５月１日 

【父】乙川孝助 

【母】乙川冬子 

【続柄】二男 

【養父】甲野義太郎 

【養母】甲野梅子 

発行番号０００００１ 以下次頁

 

  



 （６の５） 全 部 事 項 証 明 

 【続柄】養子 

身分事項 

出  生 

 

【出生日】平成２４年５月１日 

【出生地】東京都千代田区 

【届出日】平成２４年５月６日 

【届出人】父 

養子縁組 【縁組日】平成３３年１月１７日 

【養父氏名】甲野義太郎 

【養母氏名】甲野梅子 

【代諾者】親権者父母 

【送付を受けた日】平成３３年１月２０日 

【受理者】大阪市北区長 

【従前戸籍】京都市上京区小山初音町２０番地 乙川孝助 

戸籍に記録されている者  

【名】みち 

【生年月日】平成９年７月９日 

【父】甲野義太郎 

【母】甲野梅子 

【続柄】二女 除   籍 

身分事項 

出  生 

 

【出生日】平成９年７月９日 

【出生地】千葉市中央区 

【届出日】平成９年７月１３日 

【届出人】父 

【送付を受けた日】平成９年７月１５日 

【受理者】千葉市中央区長 

離  婚 【離婚日】平成３３年７月５日 

【配偶者氏名】乙原信吉 

【送付を受けた日】平成３３年７月７日 

【受理者】横浜市中区長 

【従前戸籍】横浜市中区本町一丁目８番地 乙原信吉 

分  籍 【分籍日】平成３３年８月２日 

【新本籍】東京都中央区日本橋室町一丁目１番地 

戸籍に記録されている者  

【名】信夫 

【生年月日】平成３４年６月１日 

【父】甲野義太郎 

【母】丙山竹子 

【続柄】長男 

  

発行番号０００００１ 以下次頁

 

  



 （６の６） 全 部 事 項 証 明 

身分事項 

出  生 

 

【出生日】平成３４年６月１日 

【出生地】東京都千代田区 

【届出日】平成３４年６月３日 

【届出人】母 

【送付を受けた日】平成３４年６月１０日 

【受理者】東京都千代田区長 

認  知 【認知日】平成３５年１月７日 

【認知者氏名】甲野義太郎 

【送付を受けた日】平成３５年１月１０日 

【受理者】東京都千代田区長 

入  籍 【届出日】平成３５年１月１５日 

【入籍事由】父の氏を称する入籍 

【届出人】親権者母 

【従前戸籍】千葉市中央区千葉港５番地 丙山竹子 

親  権 【親権者を定めた日】平成３５年１月２０日 

【親権者】父 

【届出人】父母 

戸籍に記録されている者  

【名】啓二郎 

【生年月日】平成３０年４月３日 

【父】甲野義太郎 

【母】甲野梅子 

【続柄】三男 

身分事項 

出  生 

 

【出生日】平成３０年４月３日 

【出生地】東京都千代田区 

【届出日】平成３０年４月７日 

【届出人】母 

民法８１７条の２ 【民法８１７条の２による裁判確定日】平成３５年２月１２日 

【届出日】平成３５年２月１５日 

【届出人】父母 

【従前戸籍】名古屋市中区三の丸四丁目３番 甲野啓二郎 

 以下余白 

発行番号０００００１ 

これは、戸籍に記録されている事項の全部を証明した書面である。 

平成何年何月何日 

何市町村長 ○○ ○○  印  
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妻
主
　
戸

大
正
４
年
式
戸
籍

以
降
省
略

拾 弐 年 四 月 壱 日 甲 野 義 太 郎 ト 婚 姻 届 出 同 日 入 籍  

　 北 海 道 札 幌 市 北 壱 条 弐 丁 目 六 番 地 戸 主 丙 野 善 吉 二 女 大 正

改 正 原 戸 籍

壱 番 地

北 海 道 札 幌 市 北 壱 条 西 弐 丁 目 九 番 地

壱 日 あ ら た に 戸 籍 を 編 製 し た た め 本 戸 籍 消 除  

昭 和 参 拾 弐 年 法 務 省 令 第 二 十 七 号 に よ り 昭 和 参 拾 七 年 五 月

壱 日 本 戸 籍 改 製  

昭 和 参 拾 弐 年 法 務 省 令 第 二 十 七 号 に よ り 昭 和 参 拾 参 年 四 月

壱 日 受 附  

　 北 海 道 札 幌 市 北 壱 条 西 弐 丁 目 壱 番 地 ニ 転 籍 昭 和 八 年 九 月

　 丙 野 花 子 ト 婚 姻 届 出 大 正 拾 弐 年 四 月 壱 日 受 附  

年 七 月 壱 日 受 附  

　 大 正 拾 年 六 月 壱 日 前 戸 主 義 雄 死 亡 ニ 因 リ 家 督 相 続 届 出 同

籍
　
本

主
戸
前

出 生

　 　 　 花 子

母
父

出 生
甲 野 　 義 太 郎

母
父

前 戸 主

ト ノ 続 柄
甲 野 　 義 雄

明 治 参 拾 年 拾 月 弐 日

丙 野 　 ヨ ネ

丙 野 　 善 吉

明 治 弐 拾 五 年 六 月 壱 日

亡 　 　 松 子

亡 甲 野 義 雄

亡 甲 野 義 雄 　 弐 男
ニ 女

弐 男
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明
治
3
1
年
式
戸
籍

以
降
省
略

出 生

　 　 　 　 　 義 太 郎

東 京 都 千 代 田 区 平 河 町 一 丁 目 十 番 地

父
主
　
戸

主
　
戸
　
前

ニ 因 リ 本 戸 籍 ヲ 抹 消 ス  

　 昭 和 五 年 弐 月 拾 五 日 甲 野 義 雄 ノ 家 督 相 続 届 出 ア リ タ ル

者 太 郎 届 出 同 日 受 附  

受 附  

　 明 治 四 拾 年 五 月 拾 日 午 後 六 時 死 亡 同 月 拾 弐 日 届 出 同 日

　 明 治 参 拾 弐 年 八 月 壱 日 隠 居 届 出 同 日 受 附  

　 昭 和 五 年 壱 月 弐 拾 日 午 後 壱 時 壱 分 本 籍 ニ 於 テ 死 亡 同 居

ヨ リ 転 籍 届 出 同 日 受 附 入 籍  

　 明 治 参 拾 六 年 弐 月 壱 日 し ろ く ま 縣 み ど り 町 四 拾 二 番 地

地
　
籍
　
本

改 正 原 戸 籍

甲 野 　 義 太 郎

天 保 四 年 壱 月 壱 日

何 某
何 某

父 義 太 郎 隠 居 ニ

因 リ 明 治 参 拾 弐

年 八 月 壱 日 戸 主

ト 為 ル 同 日 届 出

同 日 受 附

文 久 参 年 四 月 壱 日

　 　 　 リ 　 ン

母
父

戸 主 ト

ナ リ タ

ル 原 因

及 ヒ 年

月 日
出 生

　 　 甲 野 　 義 一 郎

母

　 甲 野 義 太 郎

甲 野 義 太 郎 弐 男

父
前 戸 主

ト ノ 続 柄
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明
治
1
9
年
式
戸
籍

以
降
省
略

文 久 三 年 九 月 一 日

光 雄

　 明 治 廿 八 年 四 月 一 日 相 続

東 京 都 千 代 田 区 平 河 町 三 番 戸

改 正 原 戸 籍

前 戸 主 甲 野 義 太 郎

男
　
ニ

男
　
長

妻
母

主
　
戸

　 明 治 廿 二 年 十 月 一 日 死 亡

　 明 治 廿 八 年 四 月 一 日 隠 居

　 明 治 廿 年 八 月 一 日 相 続 父 義 太 郎 弐 男

万 延 二 年 二 月 一 日

義 雄

天 保 九 年 一 月 一 日

ハ ナ

文 化 十 年 五 月 一 日

リ ン

亡 父 義 太 郎 妻

天 保 四 年 四 月 一 日

甲 野 　 義 一 郎
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問
い
合
わ
せ
対
応
手
順
書
 

１
 
基
本
的
な
事
項
 

 
 
受
託
者
が
対
応
す
る
問
い
合
わ
せ
内
容
 

受
託
者
が
対
応
す
る
問
い
合
わ
せ
は
、
下
記
２
に
記
載
が
あ
る
範
囲
と
し
、
記
載
の
な
い
問
い
合
わ
せ
が
あ
っ
た
と
き
は
、
委
託
者
に
引
き
継
い
で
指
示
を
受
け
る
こ
と
。
 

 
 
受
託
者
の
呼
称
、
名
乗
り
方
 

市
区
町
村
か
ら
の
問
い
合
わ
せ
電
話
に
対
し
て
は
、
受
託
者
の
社
名
を
名
乗
っ
て
対
応
す
る
こ
と
と
し
、
対
応
に
あ
た
っ
て
は
、
受
託
者
の
従
業
員
の
名
前
も
名
乗
る
こ
と

。
 な
お
、
公
用
請
求
先
の
市
区
町
村
か
ら
の
問
い
合
わ
せ
が
、
受
託
者
が
指
定
し
た
電
話
番
号
に
入
電
し
た
際
、
円
滑
に
対
応
で
き
る
よ
う
、
別
紙
2-
0
9
の
書
面
に
案
内
を
記

載
す
る
の
で
、
そ
の
内
容
に
つ
い
て
事
前
に
委
託
者
と
協
議
す
る
こ
と
。
 

 
 
電
話
対
応
の
日
時
と
不
在
時
の
対
応
に
つ
い
て
 

問
い
合
わ
せ
の
受
付
を
円
滑
に
行
う
た
め
、
次
の
措
置
を
講
じ
る
こ
と
。
 

・
 
指
定
電
話
番
号
で
電
話
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
（
時
間
外
、
不
在
、
回
線
混
雑
な
ど
）
は
、
電
話
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
を
案
内
す
る
内
容
や
時

間
を
空
け
て
か
け
な
お
す
よ
う
促
す
内
容
の
不
在
時
応
答
メ
ッ
セ
ー
ジ
が
流
れ
る
よ
う
設
定
す
る
こ
と
。
 

・
 
指
定
電
話
番
号
で
電
話
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
帯
に
お
い
て
、
問
い
合
わ
せ
に
対
応
で
き
る
業
務
従
事
者
が
い
な
い
と
き
は
、
業
務
従
事
者
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
を
確
認
し
、
問
い
合
わ
せ
に
対
応
で
き
る
時
期
を
相
手
方
に
伝
え
た
上
で
、
折
り
返
し
連
絡
し
て
対
応
す
る
こ
と
。
 

な
お
、
問
い
合
わ
せ
が
入
電
す
る
時
間
帯
は
、
市
区
町
村
の
開
庁
日
時
の
関
係
か
ら
、
平
日
の
0
8
:
30
～
17
:3
0を
想
定
し
て
い
る
。
 

想
定
業
務
量
に
つ
い
て
は
、
昨
年
度
ま
で
の
実
績
を
踏
ま
え
る
と
、
毎
週
お
お
む
ね
2
00
団
体
ほ
ど
の
市
区
町
村
に
公
用
請
求
を
行
っ
た
場
合
に
、
週
1
0
件
ほ
ど
の
問
い
合

わ
せ
が
あ
る
想
定
で
あ
る
。
ま
た
、
問
い
合
わ
せ
の
お
よ
そ
７
割
程
度
は
公
用
請
求
書
別
紙
の
文
字
の
誤
記
の
確
認
（
下
記
２
の
N
o
.
01
）
で
あ
る
た
め
、
正
確
に
請
求
が
行

わ
れ
た
場
合
に
は
問
い
合
わ
せ
が
想
定
よ
り
も
少
な
く
な
る
可
能
性
が
あ
る
。
残
り
の
３
割
程
度
の
う
ち
も
っ
と
も
問
い
合
わ
せ
頻
度
の
多
い
も
の
は
、
公
印
の
色
に
関
す
る

質
問
（
下
記
２
の
N
o
.
06
）
で
あ
る
。
 

 
 
対
応
状
況
等
の
記
録
 

問
い
合
わ
せ
の
内
容
や
対
応
状
況
に
つ
い
て
は
、
問
い
合
わ
せ
対
応
票
に
対
応
の
都
度
記
録
を
行
い
、
業
務
従
事
者
間
で
共
有
し
、
対
応
漏
れ
が
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
。
 

な
お
、
作
成
し
た
問
い
合
わ
せ
対
応
票
は
、
業
務
実
施
期
間
の
毎
週
水
曜
日
（
そ
の
日
が
休
日
等
で
あ
る
場
合
は
、
翌
営
業
日
）
に
P
ro
c
e
lf
に
ア
ッ
プ
ロ
ー
ド
し
て
委
託

者
に
提
出
す
る
こ
と
。
 

ま
た
、
委
託
者
に
対
応
を
引
き
継
ぐ
場
合
に
つ
い
て
も
、
同
様
に
問
い
合
わ
せ
対
応
票
を
利
用
す
る
こ
と
。
 

 
 
電
話
で
情
報
を
回
答
す
る
場
合
の
確
認
（
下
記
２
の
No
.
0
1
～
0
5
,
09
が
対
象
）
 

個
人
情
報
事
故
や
、
誤
っ
た
回
答
を
防
止
す
る
た
め
、
問
い
合
わ
せ
内
容
が
別
紙
2
-
0
6の
請
求
書
別
紙
に
記
載
し
た
具
体
的
な
請
求
内
容
の
文
字
の
確
認
や
、
請
求
に
当
た

っ
て
参
照
し
た
戸
籍
の
内
容
を
確
認
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
ま
ず
相
手
方
の
市
区
町
村
名
、
部
署
名
、
担
当
者
名
及
び
電
話
番
号
を
確
認
し
、
次
に
、
公
用
請
求
書
の

発
行
日
、
文
書
番
号
及
び
請
求
書
別
紙
に
記
載
し
た
対
象
か
所
の
請
求
番
号
を
確
認
す
る
方
法
で
、
問
い
合
わ
せ
の
対
象
を
特
定
し
て
か
ら
回
答
を
行
う
こ
と
。
 

 
 
電
話
対
応
に
つ
い
て
の
一
般
的
な
注
意
 

電
話
対
応
に
当
た
っ
て
は
、
規
律
正
し
く
、
好
感
の
持
て
る
態
度
や
言
葉
遣
い
で
対
話
す
る
こ
と
。
 

 

別紙4-00



２
 
問
い
合
わ
せ
内
容
別
の
対
応
方
法
 

N
o
. 

問
い
合
わ
せ
内
容
 

処
理
方
法
 

0
1
 
・
請
求
書
別
紙
に
記
載
の
あ
る
本
籍
や
筆
頭
者
の
文
字

を
改
め
て
確
認
し
て
ほ
し
い
 

・
請
求
書
別
紙
に
記
載
の
あ
る
本
籍
や
筆
頭
者
で
は
該

当
す
る
戸
籍
が
な
い
 

対
象
の
公
用
請
求
に
つ
い
て
、
公
用
請
求
書
の
表
紙
の
右
上
に
記
載
の
あ
る
「
文
書
番
号
」
「
発
行
日
」
請

求
書
別
紙
の
左
か
ら
３
列
目
に
記
載
の
あ
る
「
請
求
番
号
」
を
確
認
の
う
え
、
請
求
書
別
紙
の
該
当
箇
所
を

記
入
し
た
際
に
参
照
し
た
戸
籍
を
改
め
て
確
認
し
、
次
の
と
お
り
対
応
す
る
。
 

１
 
文
字
の
誤
り
が
あ
る
場
合
 

「
申
し
訳
ご
ざ
い
ま
せ
ん
。
改
め
て
確
認
し
ま
し
た
ら
、
○
○
の
箇
所
の
文
字
が
間
違
っ
て
い
ま
し
て
、

正
し
く
は
、
○
○
で
し
た
。」
 

２
 
文
字
の
誤
り
が
な
い
場
合
 

「
こ
の
本
籍
筆
頭
者
に
つ
い
て
は
、
ひ
と
つ
前
の
戸
籍
を
参
照
し
て
記
入
し
た
も
の
で
、
改
め
て
そ
の
戸

籍
を
確
認
し
た
の
で
す
が
、
や
は
り
、
こ
の
文
字
で
記
載
さ
れ
て
い
る
よ
う
で
し
た
。
何
か
他
の
情
報

で
確
認
で
き
な
い
で
し
ょ
う
か
。
」
 

３
 
参
照
し
た
戸
籍
が
読
み
取
り
に
く
く
、
記
入
し
た
文
字
が
正
し
い
も
の
か
確
証
が
持
て
な
い
場
合
 

「
こ
の
本
籍
筆
頭
者
に
つ
い
て
は
、
ひ
と
つ
前
の
戸
籍
を
参
照
し
て
記
入
し
た
も
の
で
、
改
め
て
そ
の
戸

籍
を
確
認
し
ま
し
た
と
こ
ろ
、
○
○
の
箇
所
に
つ
い
て
、
や
や
文
字
が
読
み
に
く
い
の
で
す
が
、
こ
の

文
字
で
記
載
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
見
え
ま
す
。
何
か
他
の
情
報
で
確
認
で
き
な
い
で
し
ょ
う
か
。
」
 

※
 
２
，
３
に
お
い
て
、
さ
ら
に
参
照
し
た
戸
籍
の
記
載
内
容
を
問
わ
れ
た
場
合
に
は
、
参
照
し
た
戸
籍
を

読
ん
で
回
答
し
て
差
し
支
え
な
い
。
 

市
区
町
村
に
よ
っ
て
は
、
戸
籍
の
余
白
に
数
字
や
記
号
を
記
し
て
管
理
し
て
い
る
場
合
が
あ
り
、
そ
の

番
号
を
回
答
す
れ
ば
請
求
内
容
を
補
完
で
き
る
場
合
が
あ
る
ほ
か
、
そ
の
他
の
情
報
か
ら
市
区
町
村
側
で

検
索
を
行
っ
て
請
求
内
容
を
補
完
で
き
る
場
合
が
あ
る
。
 

0
2
 
・
参
照
し
た
戸
籍
を
Ｆ
Ａ
Ｘ
で
送
っ
て
ほ
し
い
 

・
参
照
し
た
戸
籍
（
写
し
）
を
郵
送
し
て
ほ
し
い
。
 

対
象
の
公
用
請
求
に
つ
い
て
、
公
用
請
求
書
の
表
紙
の
右
上
に
記
載
の
あ
る
「
文
書
番
号
」
「
発
行
日
」
請

求
書
別
紙
の
左
か
ら
３
列
目
に
記
載
の
あ
る
「
請
求
番
号
」
を
確
認
の
う
え
、
次
の
と
お
り
回
答
す
る
。
 

「
申
し
訳
ご
ざ
い
ま
せ
ん
。
セ
ン
タ
ー
側
で
は
、
Ｆ
Ａ
Ｘ
や
郵
送
に
よ
る
資
料
の
追
加
送
付
が
で
き
ま
せ
ん

の
で
、
今
回
の
請
求
に
つ
い
て
は
、
資
料
が
な
い
と
交
付
で
き
な
い
と
い
う
こ
と
で
し
た
ら
、
ご
指
示
い
た

だ
い
た
請
求
番
号
の
戸
籍
に
つ
い
て
、
交
付
で
き
な
い
旨
を
書
面
で
返
送
い
た
だ
け
ま
せ
ん
で
し
ょ
う
か
。
 

改
め
て
公
用
請
求
を
や
り
直
す
形
で
、
戸
籍
の
写
し
を
添
付
し
て
後
日
再
度
請
求
を
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま

す
。
」
 

※
 
こ
の
場
合
は
、
新
た
に
請
求
番
号
を
付
番
し
て
、
直
近
の
公
用
請
求
の
際
に
、
添
付
を
求
め
ら
れ
た
戸

籍
の
写
し
を
添
付
し
た
状
態
で
再
度
請
求
を
行
う
も
の
と
す
る
。
 



N
o
. 

問
い
合
わ
せ
内
容
 

処
理
方
法
 

0
3
 
・
請
求
書
別
紙
に
記
載
の
あ
る
調
査
対
象
者
の
氏
名
生

年
月
日
を
改
め
て
確
認
し
て
ほ
し
い
 

対
象
の
公
用
請
求
に
つ
い
て
、
公
用
請
求
書
の
表
紙
の
右
上
に
記
載
の
あ
る
「
文
書
番
号
」
「
発
行
日
」
請

求
書
別
紙
の
左
か
ら
３
列
目
に
記
載
の
あ
る
「
請
求
番
号
」
を
確
認
の
う
え
、
請
求
書
別
紙
の
該
当
箇
所
を

記
入
し
た
際
に
参
照
し
た
戸
籍
を
改
め
て
確
認
し
、
次
の
と
お
り
対
応
す
る
。
 

１
 
文
字
の
誤
り
が
あ
る
場
合
 

「
申
し
訳
ご
ざ
い
ま
せ
ん
。
改
め
て
確
認
し
ま
し
た
ら
、
○
○
の
箇
所
の
文
字
が
間
違
っ
て
い
ま
し
て
、

正
し
く
は
、
○
○
で
し
た
。」
 

２
 
文
字
の
誤
り
が
な
い
場
合
 

「
こ
の
本
籍
筆
頭
者
に
つ
い
て
は
、
ひ
と
つ
前
の
戸
籍
を
参
照
し
て
記
入
し
た
も
の
で
、
改
め
て
そ
の
戸

籍
を
確
認
し
た
の
で
す
が
、
や
は
り
、
こ
の
文
字
で
記
載
さ
れ
て
い
る
よ
う
で
し
た
。
何
か
他
の
情
報

で
確
認
で
き
な
い
で
し
ょ
う
か
。
」
 

３
 
参
照
し
た
戸
籍
が
読
み
取
り
に
く
く
、
記
入
し
た
文
字
が
正
し
い
も
の
か
確
証
が
持
て
な
い
場
合
 

「
こ
の
本
籍
筆
頭
者
に
つ
い
て
は
、
ひ
と
つ
前
の
戸
籍
を
参
照
し
て
記
入
し
た
も
の
で
、
改
め
て
そ
の
戸

籍
を
確
認
し
ま
し
た
と
こ
ろ
、
○
○
の
箇
所
に
つ
い
て
、
や
や
文
字
が
読
み
に
く
い
の
で
す
が
、
こ
の

文
字
で
記
載
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
見
え
ま
す
。
何
か
他
の
情
報
で
確
認
で
き
な
い
で
し
ょ
う
か
。
」
 

※
 
２
，
３
に
お
い
て
、
さ
ら
に
参
照
し
た
戸
籍
の
記
載
内
容
を
問
わ
れ
た
場
合
に
は
、
参
照
し
た
戸
籍
を

読
ん
で
回
答
し
て
差
し
支
え
な
い
。
 

市
区
町
村
に
よ
っ
て
は
、
戸
籍
の
余
白
に
数
字
や
記
号
を
記
し
て
管
理
し
て
い
る
場
合
が
あ
り
、
そ
の

番
号
を
回
答
す
れ
ば
請
求
内
容
を
補
完
で
き
る
場
合
が
あ
る
ほ
か
、
そ
の
他
の
情
報
か
ら
市
区
町
村
側
で

検
索
を
行
っ
て
請
求
内
容
を
補
完
で
き
る
場
合
が
あ
る
。
 

0
4
 
・
調
査
対
象
者
と
し
て
記
載
さ
れ
て
い
る
者
が
請
求
さ

れ
て
い
る
戸
籍
上
に
は
い
な
い
が
、
よ
い
の
か
。
 

・
調
査
対
象
者
と
は
被
相
続
人
と
ど
の
よ
う
な
関
係
な

の
か
 

対
象
の
公
用
請
求
に
つ
い
て
、
公
用
請
求
書
の
表
紙
の
右
上
に
記
載
の
あ
る
「
文
書
番
号
」
「
発
行
日
」
請

求
書
別
紙
の
左
か
ら
３
列
目
に
記
載
の
あ
る
「
請
求
番
号
」
を
確
認
の
う
え
、
対
象
の
被
相
続
人
に
つ
い
て

の
資
料
を
確
認
し
、
次
の
と
お
り
回
答
す
る
。（
 

「
今
回
の
請
求
は
、
請
求
書
別
紙
の
「
被
相
続
人
」
の
欄
に
記
載
の
あ
る
方
に
つ
い
て
、
相
続
人
を
把
握

す
る
た
め
に
請
求
し
た
も
の
で
す
。」
 

「
調
査
対
象
者
は
、
被
相
続
人
の
（
続
柄
、
例
：
子
）
で
あ
り
、
被
相
続
人
の
戸
籍
を
た
ど
る
途
中
で
今

回
請
求
し
た
戸
籍
に
対
象
者
が
移
っ
て
い
る
よ
う
に
読
み
取
れ
た
た
め
記
載
し
ま
し
た
。」
 

※
婚
姻
や
離
婚
が
あ
る
場
合
、
改
姓
し
て
い
て
調
査
対
象
者
の
氏
名
が
一
致
し
な
い
可
能
性
が
あ
る
の
で
、

そ
の
よ
う
な
場
合
に
は
改
姓
後
の
氏
を
伝
え
る
。
 

「
調
査
対
象
者
は
、
苗
字
が
変
わ
っ
て
い
る
よ
う
で
、
新
し
い
苗
字
の
○
○
で
は
該
当
が
な
い
で
し
ょ
う

か
」
 



N
o
. 

問
い
合
わ
せ
内
容
 

処
理
方
法
 

0
5
 
・
（
N
o
01
の
対
応
を
行
っ
て
も
）
該
当
す
る
戸
籍
が
見
当

た
ら
ず
戸
籍
を
交
付
で
き
な
い
。
 

対
象
の
公
用
請
求
に
つ
い
て
、
公
用
請
求
書
の
表
紙
の
右
上
に
記
載
の
あ
る
「
文
書
番
号
」
「
発
行
日
」
請

求
書
別
紙
の
左
か
ら
３
列
目
に
記
載
の
あ
る
「
請
求
番
号
」
を
確
認
の
う
え
、
今
回
は
該
当
な
し
と
記
載
し

て
回
答
い
た
だ
き
、
改
め
て
戸
籍
を
見
直
し
た
う
え
で
再
度
請
求
す
る
旨
を
伝
え
る
。
 

「
見
当
た
ら
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
れ
ば
、
そ
の
旨
を
記
載
し
た
文
書
で
回
答
い
た
だ
け
ま
せ
ん
で
し
ょ

う
か
。
改
め
て
戸
籍
を
見
直
し
て
対
応
し
た
い
と
思
い
ま
す
。
お
手
数
を
お
か
け
し
ま
し
た
。」
 

※
 
こ
の
場
合
は
、
再
度
、
対
象
の
被
相
続
人
の
戸
籍
を
見
直
し
、
必
要
に
応
じ
て
参
照
し
た
戸
籍
の
写
し

を
添
付
し
た
状
態
で
再
度
請
求
を
行
う
。
 

0
6
 
・
請
求
書
の
公
印
が
印
刷
し
た
よ
う
に
見
え
る
が
、
原

本
な
の
か
 

「
公
用
請
求
書
に
同
封
し
て
お
り
ま
す
「
請
求
書
の
取
扱
い
に
関
す
る
お
願
い
」
の
１
 
に
記
載
が
あ
る

の
で
す
が
、
今
回
の
請
求
書
は
、
札
幌
市
が
印
影
を
印
刷
し
て
作
成
し
て
い
ま
す
。
印
影
は
黒
い
の
で
す

が
、
こ
れ
が
原
本
に
な
り
ま
す
。
」
 

さ
ら
に
、
印
影
を
印
刷
す
る
根
拠
等
に
つ
い
て
質
問
さ
れ
た
場
合
は
、
札
幌
市
の
担
当
者
か
ら
折
り
返
し

連
絡
し
て
説
明
す
る
旨
を
伝
え
、
委
託
者
に
引
き
継
ぐ
。
 

0
7
 
・
同
じ
本
籍
筆
頭
者
が
２
行
以
上
記
載
さ
れ
て
い
る
が

ど
う
す
れ
ば
よ
い
か
。
 

「
公
用
請
求
書
に
同
封
し
た
「
請
求
書
の
取
扱
い
に
関
す
る
お
願
い
」
の
１
 
の
「
請
求
番
号
、
本
籍
、

筆
頭
者
」
に
記
載
が
あ
る
の
で
す
が
、
こ
の
場
合
は
、
同
じ
も
の
を
行
の
数
だ
け
交
付
し
て
い
た
だ
き
た
い

で
す
。
２
行
で
あ
れ
ば
、
同
じ
も
の
を
２
通
交
付
し
て
い
た
だ
き
た
い
で
す
。
」
 

さ
ら
に
、
複
数
通
の
交
付
を
求
め
る
理
由
に
つ
い
て
問
わ
れ
た
場
合
は
、
札
幌
市
の
担
当
者
か
ら
折
り
返

し
連
絡
し
て
説
明
す
る
旨
を
伝
え
、
委
託
者
に
引
き
継
ぐ
。
 

0
8
 
・
同
じ
請
求
書
の
別
紙
が
２
部
入
っ
て
い
る
が
ど
う
す

れ
ば
よ
い
か
 

「
公
用
請
求
書
に
同
封
し
た
「
請
求
書
の
取
扱
い
に
関
す
る
お
願
い
」
の
１
 
に
記
載
が
あ
る
の
で
す
が

、
２
部
の
う
ち
１
部
は
、
札
幌
市
が
交
付
さ
れ
た
戸
籍
の
内
容
を
確
認
す
る
た
め
の
控
え
と
し
て
同
封
し
て

い
ま
す
の
で
、
お
手
数
で
す
が
、
戸
籍
を
交
付
す
る
際
に
返
信
用
封
筒
に
入
れ
て
い
た
だ
き
た
い
で
す
。
 

ま
た
、
交
付
で
き
な
い
戸
籍
が
あ
る
場
合
に
は
、
「
請
求
書
の
取
扱
い
に
関
す
る
お
願
い
」
の
２
に
記
載
さ

せ
て
い
た
だ
い
た
と
お
り
、
こ
の
控
え
の
ほ
う
に
そ
の
旨
を
記
載
し
て
い
た
だ
け
る
と
幸
い
で
す
。」
 

 ※
 
札
幌
市
側
の
要
望
で
あ
る
た
め
、
対
応
不
能
と
の
回
答
が
あ
っ
た
場
合
は
、
そ
の
旨
を
記
録
し
て
対
話

を
終
了
し
て
構
わ
な
い
。
 



N
o
. 

問
い
合
わ
せ
内
容
 

処
理
方
法
 

0
9
 
・
今
回
、
請
求
書
の
別
紙
に
記
載
の
あ
る
戸
籍
以
外
に

も
、
関
連
す
る
戸
籍
が
あ
る
た
め
、
ど
の
範
囲
で
交

付
す
れ
ば
よ
い
か
。
 

１
 
「
今
回
は
、
請
求
書
別
紙
の
「
被
相
続
人
」
の
欄
に
記
載
の
あ
る
方
に
つ
い
て
の
相
続
関
係
を
調
べ
て

い
る
た
め
、
差
し
支
え
な
け
れ
ば
、
交
付
で
き
る
も
の
は
す
べ
て
交
付
し
て
い
た
だ
き
た
い
で
す
。」
 

２
 
さ
ら
に
、
交
付
す
る
範
囲
を
尋
ね
ら
れ
た
場
合
や
、
請
求
す
る
範
囲
を
指
定
し
な
け
れ
ば
交
付
で
き
な

い
旨
の
説
明
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
対
象
の
公
用
請
求
に
つ
い
て
、
公
用
請
求
書
の
表
紙
の
右
上
に
記
載

の
あ
る
「
文
書
番
号
」「
発
行
日
」
請
求
書
別
紙
の
左
か
ら
３
列
目
に
記
載
の
あ
る
「
請
求
番
号
」
を
確
認

の
う
え
、
対
象
の
被
相
続
人
の
資
料
と
調
査
範
囲
を
確
認
し
、
現
在
の
調
査
段
階
と
必
要
な
資
料
の
範
囲

を
次
の
よ
う
な
形
で
説
明
す
る
。
 

例
１
 
被
相
続
人
の
出
生
か
ら
死
亡
ま
で
の
戸
籍
を
収
集
し
て
い
る
段
階
の
場
合
 

「
被
相
続
人
の
出
生
か
ら
死
亡
ま
で
の
戸
籍
を
収
集
し
て
い
ま
す
の
で
、

遡
っ
て
交
付
で
き
る
範

囲
で
す
べ
て
交
付
し
て
い
た
だ
き
た
い
で
す
。
 

ま
た
、
配
偶
者
や
子
、
両
親
や
兄
弟
姉
妹
や
そ
の
代
襲
相
続
人
に
つ
い
て
も
、
交
付
で
き
る
範

囲
で
す
べ
て
交
付
し
て
い
た
だ
き
た
い
で
す
。」
 

例
２
 
相
続
人
の
現
在
ま
で
の
戸
籍
を
収
集
し
て
い
る
段
階
の
場
合
 

「
第
○
順
位
の
相
続
人
で
あ
る
調
査
対
象
者
の
現
在
ま
で
の
戸
籍
を
収
集
し
て
い
る
の
で
、
つ
な

が
り
が
あ
る
も
の
を
す
べ
て
交
付
し
て
い
た
だ
き
た
い
で
す
。
」
 

※
 
な
お
、
す
で
に
問
い
合
わ
せ
元
の
市
区
町
村
か
ら
交
付
を
受
け
て
い
る
戸
籍
が
あ
る
場
合
に
は
、
二
重

に
交
付
を
受
け
る
必
要
は
な
い
の
で
、
す
で
に
交
付
を
受
け
て
い
る
戸
籍
が
あ
る
旨
を
伝
え
、
そ
れ
を
除

外
し
て
交
付
を
求
め
る
こ
と
。
 

1
0
 
・
１
週
間
で
交
付
し
て
ほ
し
い
と
書
か
れ
て
い
た
が
、

そ
の
期
間
で
交
付
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
（
も
っ
と

時
間
が
か
か
る
。）
 

「
ご
連
絡
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。
１
週
間
は
あ
く
ま
で
札
幌
市
の
希
望
で
す
の
で
、
ご
対
応
が
難
し
い

と
い
う
事
で
し
た
ら
、
御
庁
の
業
務
都
合
の
中
で
、
出
来
る
限
り
お
早
め
に
対
応
い
た
だ
け
れ
ば
結
構
で

す
。
」
 

1
1
 
・
公
用
請
求
書
の
表
紙
に
記
載
の
あ
る
「
請
求
事
由
」

に
つ
い
て
詳
し
く
知
り
た
い
。
 

・
地
方
自
治
法
第
2
4
0条
が
根
拠
法
令
に
な
っ
て
い
る
。

こ
れ
に
つ
い
て
教
え
て
ほ
し
い
。
 

委
託
者
が
対
応
す
る
の
で
、
札
幌
市
か
ら
折
り
返
し
連
絡
す
る
旨
を
伝
え
て
委
託
者
に
引
き
継
ぐ
こ
と
 

1
2
 
・
請
求
す
る
書
類
の
中
に
、
戸
籍
の
附
票
が
あ
る
が
、

す
で
に
除
籍
さ
れ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
附
票
を
交

付
す
る
必
要
が
あ
る
か
 

「
除
籍
や
改
製
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
現
在
の
戸
籍
の
附
票
だ
け
で
結
構
で
す
。」
 

※
除
籍
や
改
製
原
戸
籍
の
附
票
は
、
除
籍
や
改
製
が
あ
っ
た
時
点
ま
で
の
住
所
を
示
す
も
の
で
あ
り
、
相
続

人
の
現
住
所
を
把
握
す
る
資
料
と
し
て
は
不
足
で
あ
る
た
め
、
請
求
の
対
象
か
ら
除
い
て
い
る
。
 

1
3
 
・
調
査
対
象
者
が
い
な
い
現
在
の
戸
籍
に
つ
い
て
、
附

票
を
交
付
す
る
必
要
が
あ
る
か
 

「
調
査
対
象
者
以
外
の
相
続
人
が
い
る
場
合
が
あ
る
の
で
、
交
付
し
て
い
た
だ
き
た
い
で
す
。」
 

 



処
理

番
号

対
応
状
況

受
付
日

時
間

完
了
日

市
区
町
村
名

部
署
名

相
手
方

電
話
番
号

問
い
合
わ
せ
内
容

対
応
内
容

対
応
者

参
照
N
o
.

記
載
例
対
応
終
了

（
受
託
者
完

結
）

2
0
2
0
-
1
0
-
0
1
1
0
:
5
4
2
0
2
0
-
1
0
-
0
2
札
幌
市
西
区

戸
籍
住
民
課
Ｘ
Ｘ

0
1
1
-
6
4
1
-
6
9
3
6

文
書
番
号
1
2
3
4
、
1
0
/
5
発
行
、
請
求
番
号

2
0
0
X
X
に
つ
い
て
、
本
籍
の
住
所
に
誤
り
が
あ

る
と
思
わ
れ
る
の
で
、
参
照
し
た
戸
籍
を
確
認

し
て
ほ
し
い
。

→
確
認
し
て
折
り
返
す
旨
を
伝
え
た
と
こ
ろ
、

こ
の
後
相
手
方
の
担
当
者
が
不
在
と
な
る
た

め
、
折
り
返
し
は
1
0
/
2
に
し
て
ほ
し
い
と
の
依

頼
が
あ
っ
た
。

1
0
/
2
 
1
0
時
ご
ろ
折
り
返
し
連
絡
。
Ｘ
Ｘ
様
不

在
の
た
め
、
Ｎ
Ｎ
様
が
代
わ
っ
て
対
応
。

戸
籍
を
参
照
し
、
本
籍
の
「
札
幌
市
西
区
Ａ
条

Ｂ
丁
目
Ｃ
番
」
と
記
載
し
て
い
た
と
こ
ろ
が
、

実
際
は
「
Ｄ
番
地
」
が
正
し
く
、
誤
記
で
あ
る

こ
と
が
分
か
っ
た
た
め
、
口
頭
で
訂
正
し
た
。

（
回
答
者
：
Ｚ
Ｚ
）

Ｙ
Ｙ
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